
豊かな児童生徒の育成を図ることができ

成果
た。総合的な学習実施事業では、子どもたちが自ら身近な問題を見つけ、自分たちの力で解決していこうとする積極的な

態度が見られ、生きる力の育成がはかられた。保育体験実施事業では、幼児と遊ぶ体験をしたことで、生徒たちが幼児へ

の関心と理解を深め、かかわり方を工夫できるようになった。

　地域の人材による本物体験、伝統文化を生かした学習などの機会が子どもたちの生きる力の育成に繋がるよう、きめ細

やかな指導に努める。
課題

　大学や企業との連携をより強化し、理数に興味を示す児童生徒をさらに増やしていく必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

成果 将来の夢や目標のある児童の割合（小学6年生） ― ― 79.8 80.5 81.5
指標 （％）
成果 将来の夢や目標のある生徒の割合（中学3年生） ― ― 63.7 64.5 65.5
指標 （％）

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 21,376 21,776 合計 21,376,259 円
報償費 3

Ｄ

42,900 円

財
　

　

源

特定財源 0 0 465

　

634 役務費 30,0

　

00 円
委託料 15,

Ｏ

837,859 円

一

　

般財源 0 0 20,91

　

1 21,142 使用料

∧

及び賃借料 22,20

　

0 円
負担金、補助及

　

び

職員人件費　② 0 0

実

7,008 7,127

　

交付金 5,143,3

　

00 円

総事業費（①

施

＋②） 0 0 28,38

　

4 28,903

建
設
事

　

業

全体事業費（単位：

∨

千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 加藤与五郎顕彰科学教育振興
基金繰入金

８年度以降の事業費見込 0

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 教育文化

基本施

令

策 学校教育
施策体系

施

和

策の内容 教育内容の充

６

実

目
　
　
　
的

　心豊か

年

な児童生徒の育成を目

度

指す創意ある

主
た
る
内

評

容

○創意ある学校づく

価

り事業（委託）:地域

）

の
学校づくりを実践す

刈

るための教育活動を各

谷

学   人材による本物

市

体験、伝統文化等を活

事

かし
校へ委託する。ま

務

た、科学実験教室等の

事

開催   た学習の実施

業

や理科研究発表等の支

評

援等、理科教育の振興

価

○総合的な学習実施事

シ

業（補助）：各学校の

ー

に寄与する。 　実態及

ト

び課題に応じた総合的

（

な学習の実施
○理数大

様

好き推進事業：理数大

式

好き推進協議
　会への

１

委託及び小中学校への

）

理科研究補助
○保育体

会

験実施事業（委託）：

計

中学3年生が
　幼児園

名

等へ出かけ、幼児と触

担

れ合う体験の
　実施
○

当

科学実験教室の実施
○

部

科学実験ショーの開催

教

位
置
づ
け

関連計画 教育

育

大綱

根拠法令 地方教育

部

行政の組織及び運営に

一

関する法律、学習指導

般

要領

対象者 小中学校 事

会

業期間 ～

実施方法 ■直

計

営　■委託　□指定管

学

理　■補助・助成　□

校

その他

活動応援事業
担当

Ｂ
　
事
　
業

課

　
実
　
績

４年度実績 ５

学

年度実績 ６年度実績 ７

校

年度計画

　 　 ※創意あ

教

る学校づくり事業、 ・

育

各事業の委託及び補助

課

　 　 　総合的な学習実

款

施事業、理 ・小学5年

項

生全クラスを対象に
　

目

　 　数大好き推進事業

担

、保育体 　科学実験教

当

室を実施予定
　 　 　験

係

実施事業を統合 ・科学

指

実験ショーの開催
　　

導

　――――――― 　　

係

　――――――― ・各

1

事業の委託及び補助
・

0

小学5年生全クラスを

1

対象に
　科学実験教室

3

を実施
・科学実験ショ

学

ーの開催

　創意ある学

事

校づくり事業では、各

係

校の特色生かした実践をすることにより、心



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　特色ある学校づく

令

りや総合的な学習の時

和

間でテーマに基
・法的

７

業務
高い

づき取り組む

年

中で地域人材や教育資

度

源を有効活用をするこ

（

必要性 ・市民ニーズ、

令

社会需要 とは、児童生

和

徒の豊かな心を育む上

６

で必要な事業である。

年

・市民生活上必要であ

度

る　など

　全小中学校

評

の計画書の内容や児童

価

生徒数等に基づいて、

）

・コストの節減、費用

刈

対効果
高い

予算を配分

谷

している。
効率性 ・執

市

行体制の効率性
・手段

事

の最適性　など

　学校

務

が主体となり、地域、

事

事業者などと協力して

業

児童生
・市が主体とな

評

って実施する
高い

徒の

価

豊かな心を育む取組を

シ

推進している。
妥当性

ー

　べき事業であるか 　

ト

また「ものづくりのま

（

ち」である本市の良さ

様

が前面に出
・総合計画

式

との整合性　など され

２

た継続的な取組である

）

。

　児童生徒の豊かな

会

心を育み、また社会の

計

変化に対応でき

施策へ

名

の ・施策への貢献度
高

担

い
る能力を身につける

当

ことができるよう教育

部

を推進し、次世
・目標

教

達成度 代を担う人材の

育

育成に貢献している。

部

貢献度 ・市民サービス

一

への効果　など

今後の

般

方向性 □拡充　■現状

会

維持　□改善・効率化

計

　□縮小　□終期設定

学

　□休止・廃止

　今後

校

も特色ある教育活動、

活

創意工夫のある学校づ

動

くりを計画する上で、

応

地域人材の活用や本物

援

体験、伝統的・継続
的

事

な活動体験を通して、

業

子どもたちの学びのあ

担

り方を見極め、その内

当

容のよさを認め、励ま

課

し、一人でも多くの児

学

童
生徒の自己肯定感、

校

自己有用感を高めてい

教

く。
　引き続き、地域

育

との連携を強化すると

課

ともに、一つ一つの取

款

り組みを見直し、より

項

よいものにしていくこ

目

とが必要
である。

担当係 指

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

導

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

係

評
　
価
　
∨

10 1 3 学事係



境整備、学校行事補助など学校支援ボラ

成果
ンティアを推進員が募り、調整して人的配置をし、多くの学校支援活動を実施することができた。

　中学校においては、地域からの中学生ボランティアの派遣依頼を推進員が調整し、当日の人員確認や生徒の対応、記録

写真などを行うことによって、学校の負担が大幅に軽減された。

　本活動のより一層の推進を図るために、各校推進員の複数配置をめざしているが、人材の確保が難しい。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 地域学校協働活動推進員の活動時間数（時間） 1,013 3,250 3,405 5,100 5,100
指標
活動 地域ボランティア延べ活動人数（人） 560 3,340 4,995 5,500 5,500
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,996 6,624 8,867 11,613 合計 8,867,299 円
報酬 3,228,984 円

財
　
源

特定財源 138 138 138 138 職員手当等 1,210,868 円
報償費 3,530,840 円

一般財源 4,85

Ｄ

8 6,486 8,72

　

9 11,475 旅費 1

　

06,020 円
需用

　

費 363,730 円

Ｏ

職員人件費　② 226

　

460 478 486 役

　

務費 426,857 

∧

円

総事業費（①＋②）

　

5,222 7,084

　

9,345 12,09

実

9

建
設
事
業

全体事業費

　

（単位：千円） 0 ６年

　

度特定財源名称

６年度

施

までの累積事業費 0 地

　

域学校協働活動推進事

　

業費
補助金（県）

８年

∨

度以降の事業費見込 0

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 教育文化

基本

令

施策 学校教育
施策体系

和

施策の内容 安心安全で

６

地域に開かれた学校づ

年

くり

目
　
　
　
的

　地域

度

と学校が相互に連携し

評

て地域ぐるみで

主
た
る

価

内
容

〇学校と地域ボラ

）

ンティア等とのニーズ

刈

調整
子どもの成長を支

谷

え、次代の地域の担い

市

手を 　及びコーディネ

事

ートを行う地域学校協

務

働活
育む地域学校協働

事

活動を実施することで

業

、地 　動推進員を配置

評

する。
域と学校双方の

価

活性化及び子どもの学

シ

びや体 〇推進員への助

ー

言指導等、統括的な役

ト

割を担
験活動の充実を

（

図る。 　う統括推進員

様

を配置する。
〇市内各

式

小中学校に地域学校協

１

働本部を設置
　するた

）

めに必要な環境を整備

会

する。

位
置
づ
け

関連計

計

画

根拠法令 地方教育行

名

政の組織及び運営に関

担

する法律・社会教育法

当

対象者 児童生徒 事業期

部

間 令和４年度 ～

実施方

教

法 ■直営　□委託　□

育

指定管理　□補助・助

部

成　□その他

一般会計
地域学校

Ｂ
　

協

事
　
業
　
実
　
績

４年度

働

実績 ５年度実績 ６年度

活

実績 ７年度計画

4小学

動

校（衣浦、かりがね、

推

富既に配置した4小学

進

校（衣浦、未配置の7

事

小学校（亀城、小高市

業

内各小中学校に、引き

担

続き
士松北、双葉）に

当

地域学校協 かりがね、

課

富士松北、双葉） 原、

学

富士松南、富士松東、

校

小 地域学校協働活動推

教

進員を配
働活動推進員

育

を配置した。 に加え、

課

4小学校（日高、住 垣

款

江、小垣江東、朝日）

項

と3中置する。
吉、平

目

成、東刈谷）と3中学

担

校学校（刈谷南、富士

当

松、依佐
（刈谷東、雁

係

が音、朝日）に 美）に

指

地域学校協働活動推進

導

地域学校協働活動推進

係

員を配 員を配置した。

1

置した。

　小学校にお

0

いては、家庭科や図工

1

などの授業支援、校外

3

学習引率補助、校内環



Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

  地域の未来を

令

担う児童生徒にとって

和

、幅広く多様な大人
・

７

法的業務
高い

とかかわ

年

ることにより、豊かな

度

心の醸成につながる。

（

幅広
必要性 ・市民ニー

令

ズ、社会需要 い地域住

和

民が学校教育に参画す

６

ることによって、役割

年

の創
・市民生活上必要

度

である　など 出となり

評

生きがいにつながる。

価

地域教育力の活用によ

）

り教
員の負担軽減につ

刈

ながる。
　学校のニー

谷

ズに合わせて推進員が

市

学校支援ボランティア

事

・コストの節減、費用

務

対効果
高い

を募集、調

事

整することにより、多

業

くの大人が児童生徒の

評

効
効率性 ・執行体制の

価

効率性 率のよい学びを

シ

サポートできる。また

ー

、校外学習時の見守
・

ト

手段の最適性　など り

（

など、児童生徒の安全

様

面において果たす役割

式

は非常に大
きい。また

２

、教員の負担軽減を図

）

ることができる。
　ま

会

ずは市が主体となり推

計

進員の調整を行う。活

名

動を重ね
・市が主体と

担

なって実施する
高い

る

当

ことで地域に広がり、

部

ひいては地域のつなが

教

りづくりも
妥当性 　べ

育

き事業であるか 期待で

部

きる。
・総合計画との

一

整合性　など

　本取組

般

により、児童生徒が刈

会

谷市の魅力を理解し、

計

刈谷

施策への ・施策へ

地

の貢献度
高い

市を愛し

域

、未来の刈谷市を担う

学

人材育成を目指す。
・

校

目標達成度 　学校を核

協

とした地域づくりとい

働

う観点から、学校との

活

協
貢献度 ・市民サービ

動

スへの効果　など 働活

推

動により、地域住民が

進

生き生きと活躍できる

事

場の創出
が期待できる

業

。

今後の方向性 ■拡充

担

　□現状維持　□改善

当

・効率化　□縮小　□

課

終期設定　□休止・廃

学

止

　当初は特別支援学

校

校にも推進員を配置し

教

たいと考えていたが、

育

学区が広いこと、小学

課

部から高等部まである

款

こと、
子どもたちに障

項

がいがあることなどの

目

特殊性があるため、学

担

校とも相談し、まずは

当

、推進員は配置せず、

係

近隣の小中
学校との連

指

携をより強化していく

導

。
　全小中学校でスタ

係

ートし、学校により活

1

動内容やその量にはや

0

や差があるが、学校や

1

地域の実情に合わせて

3

、慌て
ず地道に取り組んでいきたい。



1

算） （決算） （予算）

3

事業費内訳

事業費　① 0 0 1,000 0 合計 1,000,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 1,000,000 円

一般財源 0 0 1,000 0

職員人件費　② 0 0 80 0

総事業費（①＋②） 0 0 1,080 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 教育文化

令

基本施策 学校教育
施策

和

体系
施策の内容 教育内

６

容の充実

目
　
　
　
的

　

年

2023年度ソニー子

度

ども科学教育プログラ

評

ム

主
た
る
内
容

○開催日

価

　令和6年10月25

）

日
の論文募集で、刈谷

刈

南中学校が最優秀校に

谷

選 ○場所　　刈谷南中

市

学校
出されたことに伴

事

い、研究成果を発表す

務

る場 ○主催　　刈谷南

事

中学校、公益財団ソニ

業

ー科
として、全国大会

評

が同校において開催さ

価

れる 　　　　　学教育

シ

財団、ソニー科学教育

ー

研究
ため、その経費の

ト

一部を補助する。 　　

（

　　　会　

位
置
づ
け

関

様

連計画

根拠法令

対象者

式

中学校生徒 事業期間 ～

１

実施方法 □直営　□委

）

託　□指定管理　■補

会

助・助成　□その他

計名 担当部 教育部

一

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

般

４年度実績 ５年度実績

会

６年度実績 ７年度計画

計

　 　 ・全国大会の開催

子

　
　 　 　　参加者　2

ど

73人 　
　 　 　
　 　 　

も

　　　―――――――

科

　　　―――――――

学

　　　―――――――

教

　全国から273人の

育

参加者が集まり、刈谷

研

市の科学教育の発表を

究

行うとともに、最先端

全

の科学教育について情

国

報交換を行

成果
うこと

大

ができた。

　本大会の

会

成果を刈谷市内小中学

開

校に啓発し、科学教育

催

のさらなる向上を図る

事

。

課題

指標名称（単位

業

）
実績値 目標値

４年度

担

５年度 ６年度 ７年度 ９

当

年度

成果 参加者数（人

課

） ― ― 273 ― ―
指標

学

活動
指標

他市との
比較

校

検証

教育課

款 項 目 担当

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

係

　
ス
　
ト

単位：千円
４

1

年度 ５年度 ６年度 ７年

0

度 ６年度

（決算） （決



3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　刈谷市の科

令

学教育の成果を全国に

和

発信するとともに、刈

７

・法的業務
高い

谷市内

年

小中学校への模範的な

度

理科学習のあり方を啓

（

発し、
必要性 ・市民ニ

令

ーズ、社会需要 科学教

和

育の振興を進めるうえ

６

で必要である。
・市民

年

生活上必要である　な

度

ど

　全国各地からの参

評

観者を招き、大会を開

価

催するにあたり､
・コ

）

ストの節減、費用対効

刈

果
普通

効果的な予算を

谷

編成している。
効率性

市

・執行体制の効率性
・

事

手段の最適性　など

　

務

刈谷市の教育において

事

、科学教育は数多くの

業

成果も上げ
・市が主体

評

となって実施する
高い

価

ており、今後も科学教

シ

育の推進は重要な分野

ー

となる。その
妥当性 　

ト

べき事業であるか ため

（

にも、本大会を刈谷南

様

中学校で開催できるこ

式

とは大き
・総合計画と

２

の整合性　など な意義

）

がある。

　教育大綱に

会

述べられている「確か

計

な学力の定着」のため

名

施策への ・施策への貢

担

献度
普通

の理数教育の

当

充実に大きな効果が期

部

待できる。
・目標達成

教

度
貢献度 ・市民サービ

育

スへの効果　など

今後

部

の方向性 □拡充　□現

一

状維持　□改善・効率

般

化　□縮小　□終期設

会

定　□休止・廃止

　刈

計

谷市立刈谷南中学校の

子

子ども科学教育研究全

ど

国大会は、令和6年度

も

のみの実施である。

科学教育

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

研

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

究

　
評
　
価
　
∨

全国大会開催事業
担当課 学校教育課

款 項 目 担当係

10 1



助対象人数（人） ― 607 786 1,387 1,475
指標
活動 中学校・中学部の補助対象人数（人） ― 1,363 4 1,420 1,394
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 66,660 15,694 84,360 合計 15,694,466 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 45,390 15,694 84,360 交付金 15,694,466 円

一般財源 0 21,270 0 0

職員人件費　② 0 691 637 1,053

総事業費（①＋②） 0 67,351 16,331 85,413

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 前年度繰越金

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

７

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 教育文化

基本施策 学

令

校教育
施策体系

施策の

和

内容 児童生徒へのきめ

６

細かな対応

目
　
　
　
的

年

　修学旅行に係る費用

度

を補助することで、保

評

主
た
る
内
容

　市内の小

価

中学校及び市内在住で

）

刈谷特別支
護者の経済

刈

的負担の軽減を図る。

谷

援学校（小・中学部）

市

に通う児童生徒、市内

事

在住で市外の特別支援

務

学校に通う児童生徒に

事

対し、修学旅行に係る

業

費用を補助する。
〇補

評

助額（上限）
　小学校

価

・小学部　20,00

シ

0円/人
　中学校・中

ー

学部　40,000円

ト

/人

位
置
づ
け

関連計画

（

根拠法令 修学旅行費支

様

援補助交付要綱、特別

式

支援学校児童生徒修学

１

旅行費支援補助金交付

）

要綱　等

対象者 市内小

会

中学校長、保護者 事業

計

期間 令和５年度 ～

実施

名

方法 □直営　□委託　

担

□指定管理　■補助・

当

助成　□その他

部 教育部

一般会計

Ｂ

修

　
事
　
業
　
実
　
績

４年

学

度実績 ５年度実績 ６年

旅

度実績 ７年度計画

　 令

行

和6年度に実施する修

費

学旅行（Ｒ5繰越分）

補

（Ｒ6繰越分）
　 に係

助

る費用を、令和5年度

事

にお市内8小学校及び

業

市内在住で刈市内小中

担

学校及び市内在住で
　

当

いて積立金として徴収

課

した市 谷特別支援学校

学

、市外特別支 刈谷特別

校

支援学校、市外特別
　

教

内小中学校に対し、補

育

助金を 援学校に通う児

課

童生徒に対し 支援学校

款

に通う児童生徒に対
　

項

　　――――――― 交

目

付した。 修学旅行費に

担

係る経費を補助 し修学

当

旅行費に係る経費を補

係

対象校　7小学校、6

学

中学校 した。 助する。

事

　修学旅行に係る費用

係

を補助することで、保

1

護者の教材費等の経済

0

的負担の軽減を図るこ

1

とができた。

成果

課題

3

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 小学校・小学部の補



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　物価高騰による影響は

令

大きく、子育て世帯を

和

支援するう
・法的業務

７

高い
えで必要な補助金

年

である。
必要性 ・市民

度

ニーズ、社会需要
・市

（

民生活上必要である　

令

など

　修学旅行費の補

和

助は、修学旅行積立金

６

における保護者負
・コ

年

ストの節減、費用対効

度

果
普通

担の軽減を図る

評

ことができ、子育て支

価

援として効果がある｡

）

効率性 ・執行体制の効

刈

率性 　また、学校へ補

谷

助することで、保護者

市

への振込等の事務
・手

事

段の最適性　など を省

務

略することができ、事

事

務の効率化を図ること

業

ができる｡

　物価高騰

評

が続く情勢における子

価

育て世帯支援策として

シ

、
・市が主体となって

ー

実施する
高い

市が実施

ト

すべき事業である。
妥

（

当性 　べき事業である

様

か
・総合計画との整合

式

性　など

　修学旅行支

２

援補助金は生活支援と

）

なる補助であり、市民

会

施策への ・施策への貢

計

献度
高い

サービスへの

名

効果がある。
・目標達

担

成度
貢献度 ・市民サー

当

ビスへの効果　など

今

部

後の方向性 □拡充　■

教

現状維持　□改善・効

育

率化　□縮小　□終期

部

設定　□休止・廃止

　

一

物価高騰等の影響に鑑

般

み、子育て世帯を支援

会

するために継続する。

計
修学旅

Ｃ
 
　
Ｈ
 

行

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

費

∧
　
評
　
価
　
∨

補助事業
担当課 学校教育課

款 項 目 担当係 学事係

10 1 3



3

た経験は、子どもたちの自身に繋がっている。

　民間のスイミングスクールのインストラクターが技術指導を行うことにより、子どもたちは高い学習意欲をもって授業

に取り組み、技術を向上させることができた。

　英語による言語活動が求められているが、子どもたちの「できた」「分かった」という思いをより強くするには、日本

語による言語活動も状況によっては必要になってくる。子どもたちの実態に合わせ、外国人講師の活用の仕方を工夫した
課題

い。

　学校から施設まで移動があるため、実際に水泳学習を行える時間が日によって異なってしまうことがある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 授業における、生徒の英語による言語活動時間の割 ― ― 59.6 60.0 61.0
指標 合（中学校）（％）
活動 授業で興味をもって、先生や友達と英語で話してい ― ― 63.9 65.0 67.0
指標 る割合（小学校）（％）

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 99,516 98,425 合計 99,516,340 円
役務費 88,704,000 円

財
　
源

Ｄ

特定財源 0 0 0 0 委託

　

料 10,812,34

　

0 円

一般財源 0 0 9

　

9,516 98,42

Ｏ

5

職員人件費　② 0 0

　

4,061 3,725

　

総事業費（①＋②） 0

∧

0 103,577 10

　

2,150

建
設
事
業

全

　

体事業費（単位：千円

実

） 0 ６年度特定財源名

　

称

６年度までの累積事

　

業費 0

８年度以降の事

施

業費見込 0

　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 教育文化

基

令

本施策 学校教育
施策体

和

系
施策の内容 教育内容

６

の充実

目
　
　
　
的

　英

年

語に対する興味・関心

度

を深めるため、外

主
た

評

る
内
容

○英語
国語指導

価

助手を小中学校に派遣

）

する。 　外国人英語指

刈

導講師を小中学校に派

谷

遣し、
　また、体育館

市

の改修工事等による学

事

校プー 　専科教員や担

務

任教師とともに英語授

事

業を行
ルの取り壊しに

業

伴い、民間業者が管理

評

・運営 　い、小中学校

価

の現職教育の指導助言

シ

を必要
する屋内プール

ー

で水泳授業を行うこと

ト

で、気 　に応じて行う

（

。
候に左右されること

様

なく、安全かつ質の高

式

い ○水泳
授業を実施し

１

、教育内容の充実を図

）

る。 　民間事業者の専

会

門インストラクターに

計

よる
　水泳指導を委託

名

する。

位
置
づ
け

関連計

担

画 教育大綱、学習指導

当

要領

根拠法令

対象者 小

部

中学校児童生徒、特別

教

支援学校児童生徒 事業

育

期間 平成１２年度 ～

実

部

施方法 □直営　■委託

一

　□指定管理　□補助

般

・助成　■その他

会計
英語・水泳外部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

４

指

年度実績 ５年度実績 ６

導

年度実績 ７年度計画

　

活

　 ※小中学校英語指導

用

補助事業 英語
　 　 　と

事

水泳指導委託事業を統

業

合 ・実施校　
　 　 英語

担

　市内全小中学校
　 　

当

・実施校　 ・外国人英

課

語指導講師
　　　――

学

――――― 　　　――

校

――――― 　市内全小

教

中学校 　小学校13名

育

、中学校3名
・外国人

課

英語指導講師 水泳
　小

款

学校13名、中学校3

項

名 ・実施校
水泳 　富士

目

松南・住吉小学校
・実

担

施校
　富士松南・住吉

当

小学校
　教員がＡＬＴ

係

と授業を行うことがで

指

き、外国語活動が充実

導

し、活性化を図ること

係

ができた。子どもたち

1

がネイティブな

成果
発

0

音に触れ、外国の方と

1

会話をすることができ



ついても理解を深め、将来
の夢や目標につなげるようにしていくことが重要であると考える。
　水泳指導については、今後も引き続き富士松南小学校と住吉小学校において委託事業を継続する。
　

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

・外国語力を身

令

につけ、グローバルに

和

活躍できる人材の育
・

７

法的業務
高い

成が必要

年

である。ネイティブの

度

発言を直に耳にし、外

（

国の
必要性 ・市民ニー

令

ズ、社会需要 方と会話

和

できた経験は、子ども

６

たちの自信にもつなが

年

る。
・市民生活上必要

度

である　など ・プール

評

の取り壊しに伴い、既

価

存の民間施設を利用す

）

るこ
とで、授業を行う

刈

ことができる。
・英語

谷

を専門としない教員で

市

も指導にあたらなけれ

事

ばなら
・コストの節減

務

、費用対効果
高い

ない

事

小学校においては、Ａ

業

ＬＴの配置は効果的か

評

つ効率的
効率性 ・執行

価

体制の効率性 である。

シ

・手段の最適性　など

ー

・水質管理に係る費用

ト

と業務が不要となる。

（

また専門家が
指導を行

様

うことで、学習内容の

式

充実を図ることができ

２

る。
・県によるＡＬＴ

）

の配置はないため、市

会

が実施すべきと考
・市

計

が主体となって実施す

名

る
高い

える。
妥当性 　

担

べき事業であるか ・プ

当

ールの取壊し及び水泳

部

学習が学習指導要領に

教

位置づけ
・総合計画と

育

の整合性　など られて

部

いることからも、引き

一

続き水泳学習が行える

般

よう、
市が主体となっ

会

て実施するべき事業で

計

ある。
・児童生徒の学

英

力向上のためのきめ細

語

かな対応を実施し、

施

・

策への ・施策への貢献

水

度
高い

次世代を担う人

泳

材の育成を図り、子ど

外

もたちの可能性を引
・

部

目標達成度 き出す環境

指

づくりに貢献している

導

。
貢献度 ・市民サービ

活

スへの効果　など ・天

用

候を問わず実施でき、

事

専門家の指導を受けら

業

れること
で、水泳の授

担

業を楽しみにしている

当

児童が多くいる。

今後

課

の方向性 ■拡充　■現

学

状維持　□改善・効率

校

化　□縮小　□終期設

教

定　□休止・廃止

　小

育

中学校における英語の

課

指導がより適切なもの

款

となるよう、当該事業

項

におけるＡＬＴの配置

目

状況を含め、教える側

担

､
教えられる側、どち

当

らにとっても無理なく

係

英語の教科化が進めら

指

れるよう、トータルバ

導

ランスに配慮した環境

係

づくり
が必要になる。

1

　その上で、外国語を

0

通して、言語や文化に

1

愛する理解を深めると

3

ともに、日本の文化に



要請に応じ
　て学生を派遣し学習支援等

　語学指導員、語学相談員により、個に応じたきめ細かな指導ができた。

成果
　学校現場において教員や外国人児童生徒向けの教育教材が不足している中、愛知教育大学から教材の提供を受け、学生

ボランティアを派遣してもらうことにより、外国人の児童生徒に対し、学習支援・生活支援を行うことができた。

　プレスクールに通う生徒が増えたことにより、1人1人の職員の業務内容が増加した。

　学生の大学の受講時間と学校の指導時間が重なることもあり、派遣に向けたマッチングがうまくできない。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 巡回指導対象児童生徒数（人） ― ― 154 152 160
指標
活動 プレスクール対象児童生徒数（人） ― ― 48 49 50
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 25,144 27,442 合計 25,144,024 円
報償費 23,904,277 円

財
　
源

特定財源 0 0 2,612 5,927 需用費 141,

Ｄ

819 円
役務費 97

　

,928 円

一般財源

　

0 0 22,532 21

　

,515 負担金、補助

Ｏ

及び
交付金 1,000

　

,000 円

職員人件

　

費　② 0 0 2,309

∧

2,349

総事業費（

　

①＋②） 0 0 27,4

　

53 29,791

建
設

実

事
業

全体事業費（単位

　

：千円） 0 ６年度特定

　

財源名称

６年度までの

施

累積事業費 0 外国人児

　

童生徒日本語教育支
援

　

事業費補助金（県）

８

∨

年度以降の事業費見込 0

令和

Ｐ

７

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 教育文化

基本施策

令

学校教育
施策体系

施策

和

の内容 児童生徒へのき

６

め細かな対応

目
　
　
　

年

的

　語学指導員を小中

度

学校へ派遣、又は語学

評

相

主
た
る
内
容

○巡回指

価

導
談員を拠点校に配置

）

し、外国人児童生徒に

刈

生 　語学指導員（ポル

谷

トガル語1人、タガロ

市

グ語
活適応支援や語学

事

指導等を行うことで、

務

教育 　3人、中国語1

事

人、ベトナム語1人）

業

が児童生
支援及び学校

評

生活の充実を図る。 　

価

徒及び保護者の相談等

シ

に対応する。
　また、

ー

愛知教育大学と連携し

ト

、外国人児童 ○プレス

（

クール（拠点校指導）

様

生徒の学習支援に関す

式

る課題の解決を図る。

１

　語学相談員（ポルト

）

ガル語1人、タガログ

会

語
　3人）がかりがね

計

小学校と朝日小学校を

名

拠点
　校とし、日本語

担

教育等の初期指導を行

当

う。
○愛知教育大学が

部

日本語指導のために学

教

生を
　各校に派遣する

育

費用の負担、教材や教

部

科指
　導カリキュラム

一

等の開発機会を提供す

般

る。

位
置
づ
け

関連計画

会

根拠法令

対象者 小中学

計

校外国人児童生徒 事業

外

期間 平成４年度 ～

実施

国

方法 ■直営　□委託　

人

□指定管理　■補助・

児

助成　□その他

童等支援事業
担当

Ｂ

課

　
事
　
業
　
実
　
績

４年

学

度実績 ５年度実績 ６年

校

度実績 ７年度計画

　 　

教

※外国人児童生徒教材

育

開発支 ・巡回指導の実

課

施
　 　 　援事業と統合

款

・プレスクールの実施

項

　 　 ・巡回指導の実施

目

・各教科の教材開発
　

担

　 ・プレスクールの実

当

施 ・日本語指導を含む

係

教科指導
　　　―――

指

―――― 　　　―――

導

―――― ・各教科の教

係

材開発 　のカリキュラ

1

ム開発
・日本語指導を

0

含む教科指導 ・小中学

1

校からの要請に応じ
　

3

のカリキュラム開発 　て学生を派遣し学習支援等
・小中学校からの



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　年々、市内の外国人

令

児童生徒が増加し、日

和

本語教育や母
・法的業

７

務
高い

国語指導の必要

年

な児童生徒数も増えて

度

いる。こうした子ど
必

（

要性 ・市民ニーズ、社

令

会需要 もたちを支援す

和

るために必要な事業で

６

ある。
・市民生活上必

年

要である　など 　

　語

度

学指導員が各学校を巡

評

回し、語学相談員がプ

価

レスクー
・コストの節

）

減、費用対効果
高い

ル

刈

で日本語指導をするこ

谷

とで、外国人児童生徒

市

の教育面及
効率性 ・執

事

行体制の効率性 び生活

務

面の支援を行っている

事

。
・手段の最適性　な

業

ど 　愛知教育大学も、

評

各小中学校からの希望

価

に応じて、でき
る範囲

シ

で学生を派遣してくれ

ー

ている。
　在住外国人

ト

児童生徒が安心して地

（

域で暮らすことができ

様

・市が主体となって実

式

施する
高い

るよう、教

２

育面及び生活面での支

）

援をすることは不可欠

会

で
妥当性 　べき事業で

計

あるか ある。
・総合計

名

画との整合性　など 　

担

学校教育課だけでなく

当

、愛知教育大学や市民

部

協働課、国
際交流協会

教

とも連携を図りながら

育

進めている。
　在住外

部

国人児童生徒が安心し

一

て地域で暮らすことが

般

でき

施策への ・施策へ

会

の貢献度
高い

るよう、

計

教育環境を整備し、多

外

文化共生が息づくまち

国

づく
・目標達成度 りに

人

貢献している。
貢献度

児

・市民サービスへの効

童

果　など 　また、市の

等

語学指導員や語学相談

支

員の勤務状況にも限り

援

があるので、派遣学生

事

の役割は大きい。

今後

業

の方向性 ■拡充　□現

担

状維持　□改善・効率

当

化　□縮小　□終期設

課

定　□休止・廃止

・今

学

後も外国人児童生徒は

校

増加することが見込ま

教

れており、対応を検討

育

する必要がある。
・愛

課

知教育大学リソースル

款

ームとの連携をとりな

項

がら、今後も事業を継

目

続していく方向である

担

。

当係 指

Ｃ
 
　
Ｈ

導

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

係

　
∧
　
評
　
価
　
∨

10 1 3



1

【スクール・ほっと・

0

アシス 【スクール・ほ

1

っと・アシス 【スクー

3

ル・ほっと・アシス 【スクール・ほっと・アシス
　タント】 　タント】 　タント】 　タント】
・来室及び相談　　6,827件 ・来室及び相談　　5,690件 ・来室及び相談　　6,081件 ・来室及び相談　　7,000件

【心の教室相談員】 【心の教室相談員】
・相談　　　　　　7,754件　・相談　　　　　　8,000件　

　すこやか教室への通級やスクール・ほっと・アシスタントの指導により、心の安定を図りながら生活することができ

成果
た。スクールソーシャルワーカーを配置することで、学校・保護者からの相談を受け、関係機関へつなげることができ

た。

　小学校でも不登校傾向をもつ児童が増えてきているため、すこやか教室、スクールソーシャルワーカー、心の教室相談

員とのより円滑な連携を図りたい。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

成果 中学校生徒の不登校の割合（％） 5.2 6.0 6.0 5.7 5.5
指標
成果 小学校児童の不登校の割合（％） 1.3 1.5 1.4 1.3 1.0
指標

　近隣すべての市で、教育相談事業が行われている。
他市との 【不登校の割合】
比較検証 令和5年度：愛知県 中学校 7.05％、小学校 2.37％

令和5年度：全国 中学校 6.71％、小学校 2.14％

Ｄ
　
　

Ｃ

　

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

Ｏ

単位：千円
４年度 ５年

　

度 ６年度 ７年度 ６年度

　

（決算） （決算） （決

∧

算） （予算） 事業費内

　

訳

事業費　① 49,6

　

29 57,049 73

実

,348 80,073

　

合計 73,348,4

　

83 円
報酬 40,3

施

82,778 円

財
　

　

源

特定財源 0 902 9

　

82 1,316 職員手

∨

当等 14,429,920 円
報償費 11,232,867 円

一般財源 49,629 56,147 72,366 78,757 旅費 1,005,720 円
需用費 6,074,413 円

職員人件費　② 2,334 2,379 5,176 5,345 役務費 120,530 円
使用料及び賃借料 93,255 円

総事業費（①＋②） 51,963 59,428 78,524 85,418 負担金、補助及び
交付金 9,000 円

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 スクールソーシャルワーカー
設置事業費補助金（県）

８年度以降の事業費見込 0

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 教育

令

文化

基本施策 学校教育

和

施策体系
施策の内容 児

６

童生徒へのきめ細かな

年

対応

目
　
　
　
的

　学校

度

生活における児童生徒

評

の意欲や満足感

主
た
る

価

内
容

○北部、中部、南

）

部の3箇所にすこやか

刈

教室を
及び学級集団の

谷

状態を把握することで

市

、いじ 　設置し、いじ

事

めや不登校の児童生徒

務

や保護
めや不登校の未

事

然防止を図る。 　者の

業

相談、指導等を行う。

評

○全中学校に不登校傾

価

向を持つ生徒へ個別に

シ

　対応するスクール・

ー

ほっと・アシスタント

ト

　を配置する。
○子ど

（

も相談センターにスク

様

ールソーシャル
　ワー

式

カーを配置する。
○全

１

小中学校に大学生等を

）

心の教室相談員と
　し

会

て配置する。

位
置
づ
け

計

関連計画  

根拠法令  

名

対象者 小中学校不登校

担

児童生徒　保護者 事業

当

期間 平成２年度 ～

実施

部

方法 ■直営　□委託　

教

□指定管理　□補助・

育

助成　□その他

部

一般会計
いじめ

Ｂ

及

　
事
　
業
　
実
　
績

４年

び

度実績 ５年度実績 ６年

不

度実績 ７年度計画

【す

登

こやか教室】 【すこや

校

か教室】 【すこやか教

児

室】 【すこやか教室】

童

・通級指導　　　　1

生

,933件 ・通級指導

徒

　　　　2,301件

指

・通級指導　　　　2

導

,034件 ・通級指導

事

　　　　2,500件

業

・来室・電話相談　1

担

,651件 ・来室・電

当

話相談　1,526件

課

・来室・電話相談　1

学

,563件 ・来室・電

校

話相談　2,000件

教

・学校・家庭訪問　　

育

248件 ・学校・家庭

課

訪問　　249件 ・学

款

校・家庭訪問　　24

項

4件 ・学校・家庭訪問

目

　　245件
・通級者

担

　   　　 　 7

当

5人 ・通級者　   

係

　　  　83人 ・通

指

級者　   　　　 

導

 79人 ・通級者　　

係

   　　  85人



0

れる昨今、一人一人に

1

きめ細かく対応してい

3

く
ことは重要な課題である。現状を分析し､より多くの対応を必要とする学校に対して､支援を増加できるようにしたい｡

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　すこや

令

か教室やスクール・ほ

和

っと・アシスタント、

７

心の
・法的業務

高い
教

年

室相談員は、相談体制

度

の構築や来室指導にお

（

いて必要な
必要性 ・市

令

民ニーズ、社会需要 存

和

在となっている。不登

６

校傾向をもつ児童生徒

年

にとって、
・市民生活

度

上必要である　など 社

評

会性の育成や、基礎学

価

力の確保は重要な課題

）

であり、果
たす役割は

刈

大きい。
　児童生徒が

谷

通うことを考慮すると

市

、北部・中部・南部の

事

3
・コストの節減、費

務

用対効果
高い

か所にす

事

こやか教室を設置する

業

ことは効率的である。

評

また
効率性 ・執行体制

価

の効率性 不登校傾向を

シ

もつ生徒の割合が高い

ー

中学校へスクール・ほ

ト

・手段の最適性　など

（

っと・アシスタントを

様

配置することは効率的

式

である。

　不登校傾向

２

をもつ児童生徒及びそ

）

の保護者にとって、校

会

・市が主体となって実

計

施する
普通

内外に相談

名

できる場所があること

担

は重要かつ必要であり

当

、
妥当性 　べき事業で

部

あるか 市が主体となっ

教

て実施するべき事業で

育

ある。
・総合計画との

部

整合性　など

　不登校

一

傾向をもつ児童生徒の

般

教育相談体制の充実を

会

図る

施策への ・施策へ

計

の貢献度
高い

とともに

い

、学校生活への適応を

じ

促し、また、子どもや

め

保護
・目標達成度 者な

及

どからの相談に対応し

び

、子どもの可能性を引

不

き出す環
貢献度 ・市民

登

サービスへの効果　な

校

ど 境づくりに貢献して

児

いる。

今後の方向性 ■

童

拡充　□現状維持　□

生

改善・効率化　□縮小

徒

　□終期設定　□休止

指

・廃止

　不登校傾向を

導

もつ児童生徒が直接相

事

談したり、指導を受け

業

たりできる施設として

担

、本市のすこやか教室

当

（適応指導
教室）は、

課

有効に機能している。

学

今後は、スクールソー

校

シャルワーカー、心の

教

教室相談員、スクール

育

・ほっと・アシ
スタン

課

ト、学校等が連携し、

款

いじめや不登校の未然

項

防止を図る。
　不登校

目

が原因で30日以上欠

担

席した児童生徒は年々

当

増加している。何らか

係

の原因で、不登校傾向

指

が懸念される児童生
徒

導

が依然多い。発達障害

係

が疑われる児童生徒が

1

増加しているとも言わ



1

円　安城市：30,0

3

00円･12,000円　高浜市：24,000円・12,000円　
他市との 【所得基準・無】みよし市：12,000円　知立市：18,000円　西尾市：10,000円・12,000円・30,000円
比較検証 　　　　　　　　碧南市：18,000円・12,000円　

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 16,134 16,897 18,503 20,500 合計 18,503,440 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 18,503,440 円

一般財源 16,134 16,897 18,503 20,500

職員人件費　② 828 844 876 891

総事業費（①＋②） 16,962 17,741 19,379 21,391

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 教育文化

令

基本施策 学校教育
施策

和

体系
施策の内容 教育内

６

容の充実

目
　
　
　
的

　

年

公私立学校間における

度

保護者負担の格差是

主

評

た
る
内
容

　私立高等学

価

校等在籍者の保護者に

）

授業料の
正を図り、教

刈

育の機会均等の原則を

谷

確保する 補助を行う。

市

とともに、私立学校教

事

育の振興に寄与する。

務

〇補助額（上限）　2

事

5,000円/人

位
置

業

づ
け

関連計画  

根拠法

評

令 刈谷市私立高等学校

価

等授業料補助金交付要

シ

綱

対象者 私立高等学校

ー

等在籍者の保護者 事業

ト

期間 平成３年度 ～

実施

（

方法 □直営　□委託　

様

□指定管理　■補助・

式

助成　□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ

教

　
事
　
業
　
実
　
績

４年

育

度実績 ５年度実績 ６年

部

度実績 ７年度計画

交付

一

実績人数　663人 交

般

付実績人数　684人

会

交付実績人数　772

計

人 交付見込人数　82

私

0人

　私立高等学校等

立

在籍者の保護者に授業

高

料の補助を行った。ま

等

た、市民だよりなどの

学

広報の利用、各高等学

校

校などへの周

成果
知に

等

も取り組んだ。

　平成

授

22年度から国の就学

業

支援金の導入により、

料

公立は実質授業料が無

補

償化された。令和2年

助

度より国と県が所得要

事

件を

引き上げ、私立も

業

無償化の対象が大幅に

担

増加した。しかし、一

当

定の所得層は依然とし

課

て負担があるため、補

学

助金額を引き
課題

上げ

校

たが、市の授業料補助

教

事業は継続が必要であ

育

り、今後も周知活動を

課

拡大していきたい。

指

款

標名称（単位）
実績値

項

目標値

４年度 ５年度 ６

目

年度 ７年度 ９年度

活動

担

交付実績（円） 16,

当

133,679 16,

係

896,905 18,

学

503,440 20,

事

500,000 20,

係

500,000
指標

 

1

指標
【所得基準・有】

0

岡崎市：12,000



3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　令和2年度

令

より国県による私立高

和

等学校の授業料軽減補

７

助
・法的業務

高い
制度

年

がさらに拡充され、授

度

業料は実質無償化とな

（

った。し
必要性 ・市民

令

ニーズ、社会需要 かし

和

、一定の所得層は依然

６

として負担があり、市

年

の授業料
・市民生活上

度

必要である　など 補助

評

事業は継続が必要であ

価

る。

　令和2年度より

）

私学助成システムを導

刈

入し、円滑な私学助
・

谷

コストの節減、費用対

市

効果
高い

成事務を行う

事

ことができるようにな

務

った。また、対象者を

事

効率性 ・執行体制の効

業

率性 データ管理するこ

評

とにより、事務の迅速

価

化を図っている。
・手

シ

段の最適性　など

　国

ー

県の授業料助成を受け

ト

られない所得層の世帯

（

にも自己
・市が主体と

様

なって実施する
普通

負

式

担の軽減を図る事業で

２

あるため、市が実施す

）

ることは妥
妥当性 　べ

会

き事業であるか 当であ

計

る。
・総合計画との整

名

合性　など

　所得制限

担

を設けないため、私立

当

高校等に通う生徒を持

部

つ

施策への ・施策への

教

貢献度
高い

すべての保

育

護者が対象となり、授

部

業料の実質無償化に貢

一

献
・目標達成度 してい

般

る。
貢献度 ・市民サー

会

ビスへの効果　など

今

計

後の方向性 □拡充　■

私

現状維持　□改善・効

立

率化　□縮小　□終期

高

設定　□休止・廃止

　

等

近年、通信制の私立高

学

等学校に通う生徒が増

校

加の傾向にある。本市

等

では通信制課程は対象

授

外であったが、生徒の

業

進
路状況等を鑑みて令

料

和3年度より補助対象

補

としている。

助事業
担

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

当

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

課

価
　
∨

学校教育課

款 項 目 担当係 学事係

10 1



安全管理体制を評価

成果
するとともに、各校のスクールガードを指導することにより、各校の安全管理についての意識が高まり、児童の安全が確

保された。

　全児童生徒に防犯ブザーを配付したことにより、児童生徒一人一人の防犯意識を高めることができた。

　スクールガードリーダーの巡回を希望する学校が、同じ日、時間に重なってしまい、各学校の要望に十分応えることが

できなかった。
課題

　防犯ブザーについては定期的な電池の取替えについて、保護者への啓発が適宜必要である。

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

成果 登下校中の不審者情報件数（件） 13 18 25 20 15
指標
活動 スクールガードリーダーの配置人数　（人） 3 3 3 3 3
指標

安城市は、スクールガードリーダーの配置あり。
他市との 碧南市は、スクールガードをＰＴＡや地域のボランティア活動として実施している。
比較検証 高浜市、知立市は、同様の事業なし。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算）

Ｄ

（決算） （決算） （予

　

算） 事業費内訳

事業費

　

　① 878 1,119

　

3,293 3,298

Ｏ

合計 3,292,71

　

8 円
報償費 1,85

　

3,750 円

財
　
源

∧

特定財源 0 0 0 0 需用

　

費 1,397,088

　

 円
役務費 41,88

実

0 円

一般財源 878

　

1,119 3,293

　

3,298

職員人件費

施

　② 678 691 1,

　

593 1,620

総事

　

業費（①＋②） 1,5

∨

56 1,810 4,886 4,918

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

令和

Ｐ
　
　
Ｌ
　

７

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 教育

（

文化

基本施策 学校教育

令

施策体系
施策の内容 安

和

心安全で地域に開かれ

６

た学校づくり

目
　
　
　

年

的

　防犯ブザーの配付

度

や全小学校でスクール

評

ガ

主
た
る
内
容

○防犯ブ

価

ザーの購入
ードリーダ

）

ーによる巡回やスクー

刈

ルガードに 　ランドセ

谷

ルやカバン等に取付が

市

可能な携帯
対する指導

事

を行うことにより、効

務

果的な安全 　用防犯ブ

事

ザーを購入し、小学1

業

年生に配付す
体制を整

評

備し、児童生徒の安全

価

を確保する。 　る。
○

シ

スクールガードリーダ

ー

ーの配置
　警察ＯＢが

ト

専門的な視点からスク

（

ールガー
　ドの指導や

様

登下校時の巡回指導を

式

行う。
○防犯情報メー

１

ルの配信
　不審者情報

）

等を児童生徒の保護者

会

に、いち
　早く発信す

計

る。

位
置
づ
け

関連計画

名

 

根拠法令  

対象者 小

担

中学校児童生徒及び保

当

護者 事業期間 平成２１

部

年度 ～

実施方法 ■直営

教

　□委託　□指定管理

育

　□補助・助成　□そ

部

の他

一般会計
防犯対策

Ｂ
　
事
　
業
　

事

実
　
績

４年度実績 ５年

業

度実績 ６年度実績 ７年

担

度計画

・防犯ブザーを

当

小学校新1年生・防犯

課

ブザーを小学校新1年

学

生※スクールガードリ

校

ーダー配 ・防犯ブザー

教

を小学校新1年生
　児

育

童全員に配付 　児童全

課

員に配付　 　置事業を

款

統合 　児童全員に配付

項

・防犯情報メールの配

目

信 ・防犯情報メールの

担

配信 ・防犯ブザーを小

当

学校新1年生・北部、

係

中部、南部に警察Ｏ
　

指

児童全員に配付 　Ｂの

導

スクールガードリー
・

係

北部、中部、南部に警

1

察Ｏ 　ダーを各1人配

0

置
　Ｂのスクールガー

1

ドリー　 ・防犯情報メ

3

ールの配信
　ダーを各1人配置
・防犯情報メールの配信

　3人のスクールガードリーダーが、市内を北部、中部、南部に分けて、各学校を巡回し、通学路の



Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　児童生徒の安全確保は極めて

令

重要な課題であり、緊

和

急時
・法的業務

高い
で

７

の対応、危機的状況を

年

生まないための抑止効

度

果などから
必要性 ・市

（

民ニーズ、社会需要 も

令

、本事業の必要性は高

和

い。
・市民生活上必要

６

である　など

　各校の

年

安全確保に向けた取組

度

の質を高めるため、市

評

が専
・コストの節減、

価

費用対効果
普通

門的な

）

知識や経験を持つ警察

刈

官ＯＢを継続的に配置

谷

するこ
効率性 ・執行体

市

制の効率性 とは、効率

事

的で効果的な事業推進

務

に適切な方法である｡

事

・手段の最適性　など

業

　児童一人一人が防犯

評

意識をもち、自ら登下

価

校時の安全確
・市が主

シ

体となって実施する
高

ー

い
保を図ることは、市

ト

として積極的に推進す

（

べき事業である｡
妥当

様

性 　べき事業であるか

式

　また、学校の実情に

２

応じた児童生徒の安全

）

確保に向けた
・総合計

会

画との整合性　など 取

計

組の質を高めるために

名

、専門的な知識や経験

担

をもった指
導者による

当

巡回や具体的な指導・

部

助言は有効である。
　

教

安全・安心で地域に開

育

かれた学校づくりとし

部

て、通学時

施策への ・

一

施策への貢献度
普通

等

般

の防犯対策の推進を図

会

り、地域や家庭、行政

計

などが一体
・目標達成

防

度 となって子どもの健

犯

全育成に取り組み、次

対

世代を担う人材
貢献度

策

・市民サービスへの効

事

果　など の育成に貢献

業

している。

今後の方向

担

性 □拡充　■現状維持

当

　□改善・効率化　□

課

縮小　□終期設定　□

学

休止・廃止

　防犯ブザ

校

ーを持っていたため実

教

害を受けずに済んだ事

育

例もあり、抑止力とし

課

ての効果も期待できる

款

。
　集団下校していて

項

も、自宅付近では一人

目

になることから、毎年

担

度、小学校の新入学生

当

には防犯ブザーを配付

係

し、本
市の小中学校に

指

通う全ての児童生徒に

導

所持させ、安全の確保

係

につなげたい。
　各校

1

の支援者（スクールガ

0

ード）のほとんどが保

1

護者であることから、

3

指導的な立場である者からの助言は毎年度
必要であるため、現在の体制を維持し、今後も児童生徒の安全に資する事業となるよう継続していく必要がある。



ておらず、専門的に指導できる技術をもつ顧問が少ないの

で、外部指導者を導入したことで、生徒の技術も向上し、また、活動における安全性を確保することができた。

　総指導時間数が増えてきたことで専門的な技術を取得し、大会等で大いに成果を上げている。

　今後は、中学校からの外部指導者導入の要望を受け止めつつ、さらにより多くの種別の部活動で専門的な指導を受ける

ことが望まれる。そうすることで、個々の生徒への指導が行き渡るとともに、生徒の意欲喚起を図ることが可能となる。
課題

また、教員の負担軽減にもつながる。愛知県が運用を始める人材バンクの活用方法を模索していく。

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 部活動外部指導者（人） 30 34 48 50 75
指標

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 5,113 5,833 9,758 16,353 合計 9,757,766 円
報酬 1,800,360 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 職員手当等 438,836 円
報償

Ｄ

費 7,433,400

　

 円

一般財源 5,11

　

3 5,833 9,75

　

8 16,353 旅費 8

Ｏ

5,170 円

職員人

　

件費　② 979 1,9

　

18 2,230 2,4

∧

30

総事業費（①＋②

　

） 6,092 7,75

　

1 11,988 18,

実

783

建
設
事
業

全体事

　

業費（単位：千円） 0

　

６年度特定財源名称

６

施

年度までの累積事業費

　

0

８年度以降の事業費

　

見込 0

∨

令和

Ｐ

７

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 教育文化

基本施策

令

学校教育
施策体系

施策

和

の内容 児童生徒へのき

６

め細かな対応

目
　
　
　

年

的

　学校、外部指導者

度

、総合型地域スポーツ

評

ク

主
た
る
内
容

○体育的

価

又は文化的な領域・分

）

野で優れた技
ラブ等と

刈

の連絡調整を行う部活

谷

動コーディネ 　能・指

市

導技術を身につけた方

事

を中学校部活
ーターを

務

配置することで、学校

事

部活動の地域 　動の指

業

導者として委嘱する。

評

連携や地域クラブ活動

価

への移行を進める。 ○

シ

学校、外部指導者、総

ー

合型地域スポーツク
　

ト

ラブ等との連絡調整を

（

行う部活動コーディ
　

様

ネーターを配置する。

式

位
置
づ
け

関連計画  

根

１

拠法令  

対象者 中学校

）

事業期間 平成１５年度

会

～

実施方法 ■直営　□

計

委託　□指定管理　□

名

補助・助成　□その他

担当部 教育部

一般会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

計

績

４年度実績 ５年度実

部

績 ６年度実績 ７年度計

活

画

・中学校6校の部活

動

動に外部指・中学校6

指

校の部活動に外部指・

導

中学校6校の部活動に

者

外部指・中学校6校の

活

部活動に外部指
　導者

用

を委嘱した。　 　導者

事

を委嘱した。　 　導者

業

を委嘱した。 　導者を

担

委嘱する。　
　指導者

当

数　　　 30人　 　

課

指導者数　     

学

34人　 　指導者数　

校

     48人　 　

教

指導者数　     

育

 50人　
　指導時間

課

　5,062時間 　指

款

導時間　4,832時

項

間 　指導時間　6,1

目

99時間 　指導時間　

担

11,280時間
・部

当

活動コーディネーター

係

を ・部活動コーディネ

指

ーターを
　配置した。

導

　配置する。

　生徒に

係

専門的な技術指導をす

1

ることができるように

0

なり、生徒のやる気を

6

高めることができた。

2

成果
　特に、弓道や柔道は、保健体育のカリキュラムで取り扱われ



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　専門的な技能や知識

令

のない部活動顧問の教

和

師だけでは、
・法的業

７

務
高い

生徒一人ひとり

年

の能力に応じた指導が

度

難しい種目がある。
必

（

要性 ・市民ニーズ、社

令

会需要 　その種目の専

和

門的な技能、知識を持

６

った指導者により、
・

年

市民生活上必要である

度

　など 個々の技能に応

評

じた可能性を引き出す

価

指導が可能となり、
活

）

動中の安全性も高める

刈

ことができる。
　外部

谷

指導者の多くは、学区

市

に住む地域住民である

事

。また
・コストの節減

務

、費用対効果
普通

地元

事

企業等の協力もあり、

業

学校と地域と企業と行

評

政を結び
効率性 ・執行

価

体制の効率性 つける意

シ

味でも価値のある事業

ー

であり、部活動を通し

ト

て学
・手段の最適性　

（

など 校と地域と企業と

様

行政が一体となり、生

式

徒の健全育成を図
るこ

２

とができる。
　人材の

）

確保が難しく、各学校

会

で実施を継続すること

計

が難
・市が主体となっ

名

て実施する
高い

しい。

担

妥当性 　べき事業であ

当

るか 　学校と地域と企

部

業と行政が連携、協力

教

し、一体となって
・総

育

合計画との整合性　な

部

ど 子どもの健全育成を

一

図ることが望まれてお

般

り、市として推
進すべ

会

き事業である。
　地域

計

の人材を活用すること

部

で、地域の教育力を高

活

め、子

施策への ・施策

動

への貢献度
高い

どもの

指

健全な心身の育成を図

導

り、地域と一体となっ

者

て子ど
・目標達成度 も

活

の可能性を引き出す環

用

境づくりを推進でき、

事

次世代を担
貢献度 ・市

業

民サービスへの効果　

担

など う人材の育成に貢

当

献している。

今後の方

課

向性 ■拡充　□現状維

学

持　□改善・効率化　

校

□縮小　□終期設定　

教

□休止・廃止

　地域と

育

協力しながら、学校と

課

地域で子どもを育てて

款

いく活動に加え、部活

項

動地域展開の一つの手

目

段として、今後さ
らに

担

広げていくことが望ま

当

れる。

係 指導

Ｃ
 

係

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

1

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

0 6 2



　① 5,267 5,247 5,243 5,620 合計 5,242,520 円
需用費 8,060 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 5,234,460 円

一般財源 5,267 5,247 5,243 5,620

職員人件費　② 602 537 557 162

総事業費（①＋②） 5,869 5,784 5,800 5,782

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 教育文化

基本

令

施策 学校教育
施策体系

和

施策の内容 教育内容の

６

充実

目
　
　
　
的

　学齢

年

簿システム等の利用に

度

より、住民票シ

主
た
る

評

内
容

　学齢簿システム

価

等の保守管理を行う。

）

ステムと連動し、住民

刈

票と整合性のとれた学

谷

齢簿編成事務、就学前

市

健診事務、就学通知発

事

送事務、就学援助事務

務

を適切に管理する。

位

事

置
づ
け

関連計画

根拠法

業

令

対象者 事業期間 令和

評

３年度 ～

実施方法 □直

価

営　■委託　□指定管

シ

理　□補助・助成　□

ー

その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業

名

　
実
　
績

４年度実績 ５

担

年度実績 ６年度実績 ７

当

年度計画

学齢簿システ

部

ム等の保守管理 学齢簿

教

システム等の保守管理

育

学齢簿システム等の保

部

守管理 学齢簿システム

一

等の保守管理
を行い、

般

学齢簿、就学援助、 を

会

行い、学齢簿、就学援

計

助、 を行い、学齢簿、

学

就学援助、 を行い、学

齢

齢簿、就学援助、
特別

簿

支援教育就学奨励費事

シ

業 特別支援教育就学奨

ス

励費事業 特別支援教育

テ

就学奨励費事業 特別支

ム

援教育就学奨励費事業

等

の円滑な運用管理を行

管

った。 の円滑な運用管

理

理を行った。 の円滑な

事

運用管理を行った。 の

業

円滑な運用管理を行う

担

。

　学齢簿システム等

当

の運用管理を適切に実

課

施できた。

成果

課題

指

学

標名称（単位）
実績値

校

目標値

４年度 ５年度 ６

教

年度 ７年度 ９年度

活動

育

指標
活動
指標

他市との

課

比較検証

款 項 目 担当係 学事

Ｃ
　
事
　
業

係

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

1

円
４年度 ５年度 ６年度

0

７年度 ６年度

（決算）

1

（決算） （決算） （予

3

算） 事業費内訳

事業費



る職場体験との連携のあり する職場体験との連携のあり する職場体験との連携のあり する職場体験との連携のあり
方について研究した。 方について研究した。 方について研究した。 方について研究する。

　体験学習を終えた後、進んであいさつする生徒、自ら仕事を求め、気付いたことに進んで取り組む生徒など、成長した

成果
様子が多く見られた。また、職業人の方に話を聞くことで、働くことの厳しさや今の自分の甘えを自覚することができた

生徒もいた。

　現在、県委託事業として県費により実施しているが、今後、県からの委託がなくなることも考えられる。

　生徒たちの職業観の涵養と社会性を身に付けさせるために大変有意義な事業であるため、県費による委託事業がなくな
課題

っても、市費による単独事業として継続したい。

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 職場体験学習参加生徒の割合（％） 95.6 94.6 94.7 96.0 97.0
指標

指標

他市との
比較検証

Ｄ
　
　
　
Ｏ

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

　

　
ス
　
ト

単位：千円
４

　

年度 ５年度 ６年度 ７年

∧

度 ６年度

（決算） （決

　

算） （決算） （予算）

　

事業費内訳

事業費　①

実

280 285 285 2

　

85 合計 285,00

　

0 円
委託料 285,

施

000 円

財
　
源

特定

　

財源 280 285 28

　

5 285

一般財源 0 0

∨

0 0

職員人件費　② 5

魅

27 537 557 56

力

7

総事業費（①＋②）

あ

807 822 842 8

る

52

建
設
事
業

全体事業

あ

費（単位：千円） 0 ６

い

年度特定財源名称

６年

ち

度までの累積事業費 0

キ

魅力あるあいちキャリ

ャ

アプロ
ジェクト推進事

リ

業委託金(県)

８年度

ア

以降の事業費見込 0

プロジェクト推進

事業

令和７年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

度

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

（

事
　
業
　
概
　
要

総合計

令

画
分野 教育文化

基本施

和

策 学校教育
施策体系

施

６

策の内容 児童生徒への

年

きめ細かな対応

目
　
　

度

　
的

　生徒が職場の魅

評

力を感じ、望ましい勤

価

労観

主
た
る
内
容

○中学

）

校
や職業観を醸成でき

刈

るようにするため、職

谷

場 　1年生　ガイダン

市

ス事業
体験学習を核と

事

した中学1年生から3

務

年生まで 　2年生　職

事

場体験事業
の系統的な

業

キャリア教育の推進を

評

図る。 　3年生　プレ

価

ゼンテーション事業
　

シ

　
○小学校
　キャリア

ー

教育の視点を取り入れ

ト

た体験学習
  等に取

（

り組む。
　

位
置
づ
け

関

様

連計画

根拠法令 愛知県

式

キャリアスクールプロ

１

ジェクト実施要項

対象

）

者 小中学校生徒 事業期

会

間 平成２８年度 ～

実施

計

方法 □直営　■委託　

名

□指定管理　□補助・

担

助成　□その他

当部 教育部

一般会

Ｂ

計

　
事
　
業
　
実
　
績

４年

担

度実績 ５年度実績 ６年

当

度実績 ７年度計画

すべ

課

ての中学校で、1年生

学

のガすべての中学校で

校

、1年生のガすべての

教

中学校で、1年生のガ

育

すべての中学校で、1

課

年生のガ
イダンス事業

款

、2年生の職場体イダ

項

ンス事業、2年生の職

目

場体イダンス事業、2

担

年生の職場体イダンス

当

事業、2年生の職場体

係

験学習、3年生のプレ

指

ゼンテー験学習、3年

導

生のプレゼンテー験学

係

習、3年生のプレゼン

1

テー験学習、3年生の

0

プレゼンテー
ション事

1

業を行った。 ション事

3

業を行った。 ション事業を行った。 ション事業を行う。
また、ものづくりあいちの魅 また、ものづくりあいちの魅 また、ものづくりあいちの魅 また、ものづくりあいちの魅
力を生かし、ものづくりに関 力を生かし、ものづくりに関 力を生かし、ものづくりに関 力を生かし、ものづくりに関
す



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 345 9 430 10 合計 429,830 円
委託料 429,830 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 345 9 430 10

職員人件費　② 1,205 1,228 1,274 1,296

総事業費（①＋②） 1,550 1,237 1,704 1,306

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

７

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 教育文化

基本施策

令

学校教育
施策体系

施策

和

の内容 教育内容の充実

６

目
　
　
　
的

　小学6年

年

生を対象に、刈谷市と

度

歴史的な関わ

主
た
る
内

評

容

　小学6年生の代表

価

が東吉野村の児童と文

）

化的
りが非常に強い、

刈

奈良県東吉野村との文

谷

化的 な交流活動をする

市

。
な交流を図る。

位
置

事

づ
け

関連計画 教育大綱

務

根拠法令 学習指導要領

事

対象者 小学校児童 事業

業

期間 平成２６年度 ～

実

評

施方法 □直営　■委託

価

　□指定管理　□補助

シ

・助成　□その他

ート （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

４

名

年度実績 ５年度実績 ６

担

年度実績 ７年度計画

刈

当

谷市に東吉野村の児童

部

を受 刈谷市中部地区の

教

児童が東吉 刈谷市に東

育

吉野村の児童を受 刈谷

部

市北部地区の児童が東

一

吉
け入れ、市内の公共

般

施設の見 野村を訪問し

会

、交流を行った｡け入

計

れ、市内の公共施設の

東

見 野村を訪問し、交流

吉

を行う。
学と亀城小6

野

年生児童との交流 学と

村

中部地区の小学6年生

文

代表
会を行った。 児童

化

との交流会を行った。

交

　歴史学習にて得た事

流

前知識について、実際

事

に現地を訪問し、自ら

業

の目で見て、耳で聞き

担

、子どもたち自身が直

当

接そのこ

成果
とに触れ

課

ることにより、認識が

学

より一層深まり、先人

校

の功績に関心を持つき

教

っかけ作りにつながっ

育

た。

　特定の学校にお

課

ける一部の学年の児童

款

のみの参加となり、公

項

平性の観点で検討が必

目

要となる。

課題

指標名

担

称（単位）
実績値 目標

当

値

４年度 ５年度 ６年度

係

７年度 ９年度

活動 参加

指

した児童数（人） 10

導

7 10 10 10 10
指

係

標
成果
指標

　碧海5市

1

においても、同様の姉

0

妹都市等の提携事業は

1

行われている。
他市と

3

の
比較検証



1

し、障害のある子

成果

3

どもたちの支援を行うことができた。

　連携協議会をさらに充実させるために、関係機関と連携し、課題を整理する必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 適正な就学指導に向けた保護者向け就学支援相談会 3 3 3 3 3
指標 の実施回数(回）

指標
  

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,686 2,662 2,850 3,315 合計 2,850,320 円
報償費 147,600 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 2,527,220 円
備品購入費 165,000 円

一般財源 2,686 2,662 2,850 3,315 負担金、補助及び
交付金 10,500 円

職員人件費　② 2,183 1,458 1,433 3,078

総事業費（①＋②） 4,869 4,120 4,283 6,393

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 教育文化

令

基本施策 学校教育
施策

和

体系
施策の内容 教育内

６

容の充実

目
　
　
　
的

　

年

障害のある児童生徒の

度

ニーズにあった教育

主

評

た
る
内
容

○刈谷市特別

価

支援教育連携協議会の

）

運営
的支援を行い、児

刈

童生徒の社会性、協調

谷

性を ○刈谷市特別支援

市

教育推進協議会への委

事

託
伸ばす。関係機関と

務

のネットワークの形成

事

を ○刈谷市教育支援委

業

員会の運営等
図り、特

評

別支援教育の深化向上

価

を目指す。

位
置
づ
け

関

シ

連計画

根拠法令

対象者

ー

事業期間 ～

実施方法 ■

ト

直営　■委託　□指定

（

管理　□補助・助成　

様

□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　

部

業
　
実
　
績

４年度実績

教

５年度実績 ６年度実績

育

７年度計画

・特別支援

部

教育連携協議会を2・

一

特別支援教育連携協議

般

会を2・特別支援教育

会

連携協議会を2・特別

計

支援教育連携協議会を

特

2
　回開催した。 　回

別

開催した。 　回開催し

支

た。 　回開催する。必

援

要に応じ　
・特別支援

教

教育推進協議会と ・特

育

別支援教育推進協議会

活

と ・特別支援教育推進

動

協議会と 　て、小委員

事

会を開催する。
　して

業

、特別支援学級の児童

担

　して、特別支援学級

当

の児童 　して、特別支

課

援学級の児童 ・特別支

学

援教育推進協議会と
　

校

生徒のための行事を開

教

催し 　生徒のための行

育

事を開催し 　生徒のた

課

めの行事を開催し 　し

款

て、特別支援学級の児

項

童
　た｡ 　た｡ 　た｡

目

　生徒のための行事を

担

開催す
・教育支援委員

当

会を2回開催し・教育

係

支援委員会を2回開催

特

し・教育支援委員会を

別

2回開催し　る｡
　た

支

。 　た。 　た。 ・教育

援

支援委員会を2回開催

教

す
　る。

　特別支援教

育

育連携協議会、特別支

係

援教育推進協議会、教

1

育支援委員会とそれぞ

0

れの組織がうまく機能



特

４年度 ５年度 ６年度 ７

別

年度 ９年度

活動 全校児

支

童生徒における医療的

援

ケアを必要とする児童

教

36.2 34.6 32

育

.1 35.1 35.1

係

指標 生徒の割合（％）

1

活動
指標

他市との
比較

0

検証

1 3

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 506 494 536 585 合計 536,000 円
報償費 382,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 154,000 円

一般財源 506 494 536 585

職員人件費　② 226 230 319 324

総事業費（①＋②） 732 724 855 909

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

度

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

（

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

令

合計画
分野 教育文化

基

和

本施策 学校教育
施策体

６

系
施策の内容 児童生徒

年

へのきめ細かな対応

目

度

　
　
　
的

　学校におけ

評

る医療的ケア実施体制

価

の在り方

主
た
る
内
容

　

）

医療的ケアを必要とす

刈

る児童生徒を学校で
を

谷

検証し、高度な医療的

市

ケアに対応できる組 受

事

け入れるための校内支

務

援体制や、医療的ケ
織

事

及び体制の構築を図る

業

。 ア児等の在籍する学

評

校、関係機関との連携

価

体
制を構築する。
　運

シ

営協議会等を開催し、

ー

市内の学校に在籍
する

ト

医療的ケア児等の支援

（

体制の検討、情報
共有

様

を行う。

位
置
づ
け

関連

式

計画

根拠法令

対象者 事

１

業期間 ～

実施方法 ■直

）

営　□委託　□指定管

会

理　□補助・助成　□

計

その他

名 担当部 教育部

一

Ｂ
　
事
　
業

般

　
実
　
績

４年度実績 ５

会

年度実績 ６年度実績 ７

計

年度計画

看護師を7名

学

配置し、医療的ケ看護

校

師を6名配置し、医療

に

的ケ看護師を7名配置

お

し、医療的ケ看護師を

け

8名配置し、医療的ケ

る

アの必要な児童生徒1

医

7名（う アの必要な児

療

童生徒18名（う アの

的

必要な児童生徒17名

ケ

（う アの必要な児童生

ア

徒20名（う
ち人工呼

実

吸器8名）の対応に当

施

ち人工呼吸器8名）の

体

対応に当ち人工呼吸器

制

8名）の対応に当ち人

構

工呼吸器7名）の対応

築

に当
たった。 たった。

事

たった。 たる。

　看護

業

師の常駐により、医療

担

的ケアが必要な児童生

当

徒も安心して登校する

課

ことができた。行事に

学

看護師が同行すること

校

に

成果
より、医療的ケ

教

アが必要な児童生徒も

育

行事に参加することが

課

できた。

　医療的ケア

款

を要する児童生徒に対

項

して看護師の配置人数

目

が適切だったかどうか

担

検証を重ねていく必要

当

がある。

課題

指標名称

係

（単位）
実績値 目標値



を生み出し、そこから生徒がさらに深く考え、熱く議論を交わせるような教

員の授業の向上を目指す必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

成果 「道徳科は好きだ」で「そう思う」「どちらかとい ― ― 69.7 ― ―
指標 えばそう思う」と答えた中学生の割合（％）
活動
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 250 0 合計 250,000 円
報償費 95,920 円

財
　
源

特定財源 0 0 250 0 需用費 154,080 円

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 0 0 80 0

総事業費（①＋②） 0 0 330 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 よりよい生き方を実践する力
を育む道徳教育の推進事業委

８年度以降の事業費見込 0 託

Ｄ

金（県）

　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

よりよい生き方を実践する力を育む道徳教

育の推進事業

令和７年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

度

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

（

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

令

要

総合計画
分野 教育文

和

化

基本施策 学校教育
施

６

策体系
施策の内容 教育

年

内容の充実

目
　
　
　
的

度

　学習指導要領の趣旨

評

を踏まえ、道徳教育の

価

主
た
る
内
容

○外部講師

）

による研修
充実を図る

刈

ため、道徳科における

谷

効果的な指 ○意識調査

市

（年2回）
導方法と評

事

価の工夫、及び家庭・

務

地域との連 ○道徳教育

事

パワーアップ研修会へ

業

の参加
携の在り方につ

評

いて取り組み、道徳教

価

育の推 　（研究内容及

シ

び成果の発表）
進を図

ー

る。 ○市内小中学校へ

ト

の研究成果の普及　等

（

位
置
づ
け

関連計画

根拠

様

法令 令和6年度よりよ

式

い生き方を実践する力

１

を育む道徳教育の推進

）

事業実施要項

対象者 依

会

佐美中学校 事業期間 ～

計

実施方法 ■直営　□委

名

託　□指定管理　□補

担

助・助成　□その他

当部 教育部

一般会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

担

４年度実績 ５年度実績

当

６年度実績 ７年度計画

課

　 　 ・教員の授業力向

学

上のため外 　
　 　 　部

校

講師を招いての研修（

教

年 　
　 　 　間5回） 　

育

　 　 ・保護者向けの道

課

徳授業の開 　
　　　―

款

―――――― 　　　―

項

―――――― 　催 　　

目

　―――――――
・地

担

域への発信（道徳通信

当

）

　教員が共に学び合

係

い、道徳授業づくりに

指

多くの工夫が見られる

導

ようになった。

成果
　

係

生徒が思いを伝えやす

1

い手立ての導入により

0

、本音で議論する姿が

1

見られるようになった

3

。

　「道徳科が好き」と考える子どもの割合が増えた。

　家庭・地域と連携した取組の継続が生徒の道徳性のさらなる成長につながると考えるが、今後どのような形で取組を継

続させられるか、持続可能な道徳の実践を模索する必要がある。
課題

　生徒が本音で語った意見から、新たな問い



・専修学校　　　     0.2％
・就職　　　　 　　  0.1％ ・就職　　　　 　　  0.1％ ・就職　　　　 　　  0.2％
・その他　　  　　　 0.7％ ・その他　　  　　　 0.7％ ・その他　　  　　　 0.9％

　生徒の進路希望の実現に向け、保護者と連絡を密に取り、必要な資料やデータを提示する中で、該当生徒の適正や可能

成果
性を模索し、自己実現に近づく進路指導を行った。

　中学校卒業者の雇用が少なく、就職希望者が就職できずにアルバイトや家事従事になってしまう。進路が未定にならな

いように指導をしなければならない。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

成果 高等学校等への進学率（％） 99.2 99.0 98.9 99.5 99.7
指標
成果 進路未定者（％） 0.7 0.9 0.9 0.5 0.2
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,000

Ｄ

4,000 4,000

　

4,000 合計 4,0

　

00,000 円
委託

　

料 4,000,000

Ｏ

 円

財
　
源

特定財源 0

　

0 0 0

一般財源 4,0

　

00 4,000 4,0

∧

00 4,000

職員人

　

件費　② 1,882 1

　

,918 1,832 1

実

,863

総事業費（①

　

＋②） 5,882 5,

　

918 5,832 5,

施

863

建
設
事
業

全体事

　

業費（単位：千円） 0

　

６年度特定財源名称

６

∨

年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

令和

Ｐ
　
　
Ｌ
　

７

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 教育

（

文化

基本施策 学校教育

令

施策体系
施策の内容 児

和

童生徒へのきめ細かな

６

対応

目
　
　
　
的

　中学

年

生の高校進学、就職指

度

導を目的とした

主
た
る

評

内
容

　高校進学、就職

価

指導を目的とした生徒

）

の将
生徒の将来への適

刈

切な指導の充実を図る

谷

。 来への適切な指導の

市

充実を図るため以下の

事

内
容等を刈谷市教育研

務

究会へ事業を委託する

事

。
　
〇進路指導計画、

業

指導の進め方の検討
〇

評

進路状況の調査
〇高等

価

学校の特色の分析
〇事

シ

業所の特色の分析
〇志

ー

願状況の分析検討

位
置

ト

づ
け

関連計画  

根拠法

（

令  

対象者 中学校3年

様

生 事業期間 ～

実施方法

式

□直営　■委託　□指

１

定管理　□補助・助成

）

　□その他

会計名 担当部 教育

Ｂ
　
事

部

　
業
　
実
　
績

４年度実

一

績 ５年度実績 ６年度実

般

績 ７年度計画

・国公立

会

　　　　　  63.

計

1％ ・国公立　　　　

進

　  63.8％ ・国

路

公立　　　　　  5

指

9.8％ 　生徒の個に

導

応じた適切な進
・私立

事

　 　　　　   2

業

1.7％ ・私立　 　

担

　　　   21.7

当

％ ・私立　 　　　　

課

   25.2％ 路を

学

決定する。
・定時制　

校

　　    　 2.

教

9％ ・定時制　　　 

育

   　 2.9％ ・

課

定時制　　　    

款

　 3.2％
・通信制

項

　　　　　   9.

目

3％ ・通信制　　　　

担

　   9.2％ ・通

当

信制　　　　　   

係

9.0％
・高等専門学

指

校　     0.6

導

％ ・高等専門学校　 

係

    0.5％ ・高

1

等専門学校　    

0

 0.4％
・特別支援

1

学校　     0.

3

5％ ・特別支援学校　     0.7％ ・特別支援学校　     1.0％
・専修学校　　　     1.1％ ・専修学校　　　     0.4％



1

動支援員　　22人 ・

3

学校活動支援員　　22人
　　　　　　　　　　23人

　支援指導補助員等が配置されたことにより、個別に支援を要する児童への細やかな対応ができるため、対象児童が授業

成果
に参加できるようになりつつあると同時に、学校への適応状況も改善し、いじめ・不登校の減少にも結びついている。

　支援を必要とする児童、あるいは保護者が支援を希望する児童が増加しており、支援指導補助員等を増員する必要があ

る。また、学校規模だけでなく、子ども一人ひとりの障害の程度をみて、支援補助員の配置を考える必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

成果 支援が必要な児童に対する支援員の充足率（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
指標

―
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 102,553 106,968 140,303 189,492 合計 140,303,184 円
報酬 110,985,585 円

財
　
源

特定財源 1,571 11,150 21,944 28,741 職員手当等 26,949,569 円
旅費 2,3

Ｄ

68,030 円

一般

　

財源 100,982 9

　

5,818 118,3

　

59 160,751

職

Ｏ

員人件費　② 1,95

　

8 1,765 2,07

　

1 2,025

総事業費

∧

（①＋②） 104,5

　

11 108,733 1

　

42,374 191,

実

517

建
設
事
業

全体事

　

業費（単位：千円） 0

　

６年度特定財源名称

６

施

年度までの累積事業費

　

0 ラーケーションの日

　

モデル事
業委託金（県

∨

）

８年度以降の事業費見込 0

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 教育文化

令

基本施策 学校教育
施策

和

体系
施策の内容 児童生

６

徒へのきめ細かな対応

年

目
　
　
　
的

　学校教育

度

活動を支援する支援員

評

を配置し、

主
た
る
内
容

価

○発達障害が心配され

）

る児童に対して、支援

刈

発達障害が心配される

谷

児童に対して、その障

市

　を必要とする児童が

事

在籍している全小中学

務

害の状況に応じた適切

事

な教育支援を行うこと

業

　校に支援指導補助員

評

を配置する。
で、児童

価

一人ひとりを大切にす

シ

る教育を推進 ○「ラー

ー

ケーションの日」に伴

ト

う教職員の負
する。 　

（

担軽減のため、学校活

様

動支援員（ラーケー
　

式

ション支援員）を配置

１

する。

位
置
づ
け

関連計

）

画  

根拠法令  

対象者

会

小中学校 事業期間 平成

計

１７年度 ～

実施方法 ■

名

直営　□委託　□指定

担

管理　□補助・助成　

当

□その他

部 教育部

一般会計

Ｂ
　
事
　

学

業
　
実
　
績

４年度実績

校

５年度実績 ６年度実績

教

７年度計画

・支援指導

育

補助員　　43人 ・支

活

援指導補助員　　40

動

人 ・支援指導補助員　

支

　44人 ・支援指導補

援

助員　　47人
・学習

事

指導員　　　　21人

業

・特別支援学級指導支

担

援補　 ・特別支援学級

当

指導支援補　 ・特別支

課

援学級指導支援補　
・

学

特別支援学級指導支援

校

補　 　助員　　　　　

教

　　28人 　助員　　

育

　　　　　32人 　助

課

員　　　　　　　35

款

人
　助員　　　　　　

項

　24人 ・肢体不自由

目

児童生徒介助　 ・肢体

担

不自由児童生徒介助　

当

・肢体不自由児童生徒

係

介助　
・肢体不自由児

特

童生徒介助　 　支援員

別

        　　

支

 7人 　支援員   

援

     　　 6人

教

　支援員      

育

  　　 6人
　支援

係

員        　

1

　 5人 ・ラーケーシ

0

ョン支援員　 ・学校活



がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

成果 小中学校各教科偏差値平均50以上の割合（％） 92 88 90 90 95
指標
成果 小学校理科（4～6年）の偏差値50以上の学年の割合 58 66 68 68 70
指標 （％）

　碧南市、安城市、知立市、高浜市は学校ごとに判断して、保護者負担で実施している。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 17,002 17,924 16,040 17,658 合計 16,040,477 円
需用費 16,040,477 円

財
　
源

特定財源 3,427 3,426 2,850 3,337

一般財源 13,575 14,498 13,190 14,321

職員人件費　② 2,108 2,148 2,150 2,268

総事業費（①＋②） 19,110 20,072 18,190 19,926

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 教育課程実施状況調査負担金

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 教育文化

基本施

令

策 学校教育
施策体系

施

和

策の内容 教育内容の充

６

実

目
　
　
　
的

　児童生

年

徒の学力定着度を客観

度

的に把握し、

主
た
る
内

評

容

○標準学力調査
確か

価

な学力を身に付けさせ

）

るための標準学力 　小

刈

4　国・社・算・理
調

谷

査及び知能検査用品を

市

購入する。 　小5　国

事

・社・算・理・意識調

務

査
　小6　国・社・算

事

・理
　中1　国・社・

業

数・理・英
　中2　国

評

・社・数・理・英・意

価

識調査
　
○知能検査
　

シ

小2・小4・小6・中

ー

1・中3　実施

位
置
づ

ト

け

関連計画

根拠法令

対

（

象者 小中学校児童生徒

様

事業期間 平成１８年度

式

～

実施方法 ■直営　□

１

委託　□指定管理　□

）

補助・助成　□その他

会計名 担当部 教育部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

一

績

４年度実績 ５年度実

般

績 ６年度実績 ７年度計

会

画

・小学4～6年、中

計

学1～3年で ・小学4

児

～6年、中学1～3年

童

で ・小学4～6年、中

生

学1、2年で ・小学4

徒

～6年、中学1、2年

学

で
　標準学力調査を実

力

施 　標準学力調査を実

等

施 　標準学力調査を実

調

施 　標準学力調査を実

査

施予定
・小学2、4、

事

6年、中学1、3年・

業

小学2、4、6年、中

担

学1、3年・小学2、

当

4、6年、中学1、3

課

年・小学2、4、6年

学

、中学1、3年
　で知

校

能検査を実施 　で知能

教

検査を実施 　で知能検

育

査を実施 　で知能検査

課

を実施予定

　全学校が

款

4月に実施し、実施結

項

果を基に1学期中に対

目

策を立てることができ

担

る本学力調査は大変意

当

義深いものである。刈

係

成果
谷市の教育水準や

指

児童生徒の学習の定着

導

度を把握し、学習指導

係

、学校経営に役立って

1

いる。

　小学校4年の

0

国語と社会、小学校の

1

理科が偏差値50を下

3

回っているので、基礎学力の定着を図る必要



間を確保することが課題である。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 実験、観察の機会がとても増えた（％） 93 93 93 93 100
指標
成果 教師の負担が大きく減った（％） 100 100 100 100 100
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,788 3,094 3,222 3,743 合計 3,221,839 円
報償費 3,221,839 円

財
　
源

特定財源 746 774 773 1,247

一般財源 2,042 2,320 2,449 2,496

職員人件費　② 1,054 997 1,035 1,053

総事業費（①＋②） 3,842 4,091 4,257 4,796

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 理科教育設備整備費等補助金
（国）

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

７

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 教育文化

基本施策

令

学校教育
施策体系

施策

和

の内容 児童生徒へのき

６

め細かな対応

目
　
　
　

年

的

　地域の人材を観察

度

実験アシスタントとし

評

て

主
た
る
内
容

　理科授

価

業における観察実験の

）

準備及び授業
配置し、

刈

新学習指導要領のポイ

谷

ントである観 の補助を

市

行うため、退職した教

事

員や研究者・
察実験を

務

重視した理科教育を実

事

現する環境整 技術者、

業

大学院生、大学生等地

評

域人材を活用
備を図る

価

。 し、観察実験アシス

シ

タントとして全小学校

ー

へ
　小学校は、理科の

ト

専門ではない教員も理

（

科 配置する。
の授業を

様

行うこととなる。高学

式

年になると実 　
験や観

１

察が高度になり、準備

）

に時間と手間が
かかる

会

ため授業において観察

計

実験が敬遠され
がちに

名

なっている。観察実験

担

アシスタントを
配置し

当

、高学年の理科授業の

部

観察実験の充実
を図る

教

。

位
置
づ
け

関連計画  

育

根拠法令  

対象者 小学

部

校 事業期間 平成１９年

一

度 ～

実施方法 ■直営　

般

□委託　□指定管理　

会

□補助・助成　□その

計

他

理科観察実験支援

Ｂ
　
事
　
業
　
実

事

　
績

４年度実績 ５年度

業

実績 ６年度実績 ７年度

担

計画

全小学校に1名指

当

導員を配置し全小学校

課

に1名指導員を配置し

学

全小学校に1名指導員

校

を配置し全小学校に1

教

名指導員を配置し
5,

育

6年生の理科の実験等

課

に合計5,6年生の理

款

科の実験等に合計5,

項

6年生の理科の実験等

目

に合計5,6年生の理

担

科の実験等に合計
2,

当

788時間の支援を行

係

った。 2,788時間

指

の支援を行った。 3,

導

128時間の支援を行

係

った。 3,290時間

1

の支援を行う。

　実験

0

、観察の機会が増えた

1

。

成果
　実験、観察に

3

係る教師の負担が軽減された。

　担任とアシスタントとの打合せ時



助や助言をするととも

成果
に、学校図書館等の掲示物の作成や、児童生徒への啓発活動を行ことができた。

　各校からの優秀作品を「読書のあとで」としてまとめることができた。優れた作品を読ませることによって、文章の構

成や表現力など感想文の書き方を身につけさせると同時に、読書に対しての関心を高めることができた。

　図書ボランティアの指導を行い、児童生徒の読書活動のさらなる充実を図る。

　読書離れが懸念される中、「朝の読書」を利用して、様々な本の紹介など、読書の幅を広げる工夫を今度も継続して実
課題

施していくことが課題である。

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 平日、学校の授業時間以外に読書をする児童の割合 ― ― 48.6 49.0 50.0
指標 （小学6年生）（％）
活動 平日、学校の授業時間以外に読書をする生徒の割合 ― ― 46.3 47.0 48.0
指標 （中学3年生）（％）

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業

Ｄ

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

　

円
４年度 ５年度 ６年度

　

７年度 ６年度

（決算）

　

（決算） （決算） （予

Ｏ

算） 事業費内訳

事業費

　

　① 0 0 9,372 1

　

1,693 合計 9,3

∧

72,016 円
報酬

　

6,712,030 

　

円

財
　
源

特定財源 0 0

実

0 0 職員手当等 2,2

　

34,948 円
旅費

　

215,340 円

一

施

般財源 0 0 9,372

　

11,693 需用費 2

　

09,698 円

職員

∨

人件費　② 0 0 1,991 2,025

総事業費（①＋②） 0 0 11,363 13,718

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

令和

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

７

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 教育文化

基

（

本施策 学校教育
施策体

令

系
施策の内容 児童生徒

和

へのきめ細かな対応

目

６

　
　
　
的

　学校司書を

年

配置することにより、

度

学校図書

主
た
る
内
容

○

評

読書活動の支援、司書

価

教諭の補助、学校図
館

）

の機能を充実させ、児

刈

童生徒の読書量の向 　

谷

書館等の掲示物の作成

市

、児童生徒への啓発
上

事

を図り、感性を磨き、

務

表現力及び想像力を 　

事

活動、図書館ボランテ

業

ィア等への指導等を
高

評

め、人生をより豊かに

価

生きるための力を身 　

シ

行う6名の学校司書を

ー

配置する。
に付けさせ

ト

る。また、小学校で読

（

書活動を援 ○各校で行

様

われた読書指導の成果

式

を感想文集
助している

１

保護者等の活動をより

）

効果的かつ 　「読書の

会

あとで」にまとめ、読

計

書指導を推
円滑なもの

名

にするとともに、児童

担

の読書活動 　進するた

当

めの指導に生かす。
の

部

充実を図る。 　 ○読

教

書感想文集の印刷

位
置

育

づ
け

関連計画

根拠法令

部

対象者 児童生徒 事業期

一

間 平成２９年度 ～

実施

般

方法 ■直営　□委託　

会

□指定管理　□補助・

計

助成　□その他

読書推進事業
担当

Ｂ

課

　
事
　
業
　
実
　
績

４年

学

度実績 ５年度実績 ６年

校

度実績 ７年度計画

　 　

教

※学校司書配置事業と

育

統合 ・中学校区ごとに

課

1人の学校司
　 　 ・中

款

学校区ごとに1人の学

項

校司　書を配置し、学

目

校図書館の
　 　 　書を

担

配置し、学校図書館の

当

　機能を充実させる。

係

　 　 　機能を充実させ

1

た。 ・「読書のあとで

0

」を全クラ
　　　――

1

――――― 　　　――

3

――――― ・「読書のあとで」を全クラ 　スに1冊、図書館に3冊等配
　スに1冊、図書館に3冊等配 　付する。
　付した。

　司書教諭を補助し、学校図書館をより活用したくなるよう、資料を選択・収集・提供する際の援



教科において学習内容の理解度が高まったという成果を得ている。

成果
　養護教諭不在中の学校で、児童生徒のけがや病気に対し、専門的な知識をもって対応することができた。児童生徒の安

全確保と教職員の負担を軽減することができた。

　少人数非常勤講師の中学校への配置について検討する必要がある。

　健康診断等、養護教諭が複数必要な場面においても活用できるとよい。人材確保が難しいため、看護師の派遣も検討で
課題

きるとよい。

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 非常勤講師の配置人数（人） 39 37 37 37 40
指標
活動
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 90,322 91,816 105,969 110,388 合計 105,969,431 円
報酬 78,784,370 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 職員手当等 26,069,131 円
旅費 1,115,930 円

一般財源 90,322 91,816 105,969 110,388

職員人件費　②

Ｄ

1,958 2,379

　

2,469 2,754

　

総事業費（①＋②） 9

　

2,280 94,19

Ｏ

5 108,438 11

　

3,142

建
設
事
業

全

　

体事業費（単位：千円

∧

） 0 ６年度特定財源名

　

称

６年度までの累積事

　

業費 0

８年度以降の事

実

業費見込 0

　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

７

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 教育文化

基本施策 学

令

校教育
施策体系

施策の

和

内容 児童生徒へのきめ

６

細かな対応

目
　
　
　
的

年

　きめ細やかな指導を

度

行うことができるよう

評

主
た
る
内
容

○全小学校

価

の全学年における国語

）

、算数の少
に授業等を

刈

充実させ、児童生徒へ

谷

の対応を充 　人数授業

市

への非常勤講師の配置

事

分に行うことができる

務

ようにするため、各種

事

○宿泊を伴う学校行事

業

等、養護教諭が不在と

評

非常勤講師を配置する

価

ことにより、児童生徒

シ

　なる際に養護教諭の

ー

業務を行う養護教諭支

ト

の学力向上及び学校生

（

活・安全面等への強化

様

　援員の配置
を図る。

式

位
置
づ
け

関連計画

根拠

１

法令

対象者 事業期間 ～

）

実施方法 ■直営　□委

会

託　□指定管理　□補

計

助・助成　□その他

名 担当部 教育部

一般

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

会

４年度実績 ５年度実績

計

６年度実績 ７年度計画

非

・小学校15校（全校

常

）へ、少 ・小学校15

勤

校（全校）へ、少 ・小

講

学校15校（全校）へ

師

、少 ・小学校15校（

配

全校）へ、少
　人数授

置

業に対応するための 　

事

人数授業に対応するた

業

めの 　人数授業に対応

担

するための 　人数授業

当

に対応するための
　非

課

常勤講師を36名雇用

学

　非常勤講師を36名

校

雇用 　非常勤講師を3

教

6名雇用 　非常勤講師

育

を36名雇用予定
・英

課

語専科非常勤講師を3

款

名雇・英語専科非常勤

項

講師を1名雇・英語専

目

科非常勤講師を1名雇

担

・英語専科非常勤講師

当

を1名雇
　用 　用 　用

係

　用予定
・養護教諭支

指

援員を9名雇用 ・養護

導

教諭支援員を10名雇

係

用 ・養護教諭支援員を

1

9名雇用 ・養護教諭支

0

援員を9名雇用予
・非

1

常勤養護教諭を1名雇

3

用 　定
・非常勤養護教諭を1名雇用予
　定

　少人数授業の実施は、算数をはじめとする各



策カウンセリング ・いじめ対策カウンセリング ・いじめ対策カウンセリング ・いじめ対策カウンセリング
　研修　　　　　　　　25回 　研修　　　　　　　　25回 　研修　　　　　　　　25回 　研修　　　　　　　　25回

　小中学校の枠を超えて、各教科部会ごとに研究主題を立案し、指導法等の研究に取り組み、教員の授業力向上を図り、

成果
子どもたちが共に学び合い、理解を深めていく授業づくりに取り組み、児童生徒の学習面における基礎基本の定着を図っ

た。また、各教科の授業を指導する教科指導委員が小中学校において、主に経験の浅い教員を中心として、授業力向上研

修を行い、教員の授業力の底上げを図った。

　これからの社会の変化に対応できる子どもたちを育てるため、児童生徒が主体的に授業に参加し、自分のよさや可能性

を感じ、自己肯定感や自己有用感を高めていくことができる授業づくりを目指す。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 校外の教員同士の授業研究の場に定期的・継続的に 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
指標 参加している教員の割合【小学校】（％）
成果 刈谷市標準学力テストの平均偏差値【小学校】（指 50.7 50.5 51.0 51.0 51.5
指標 数）

他

Ｄ

市との
比較検証

　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　

Ｃ
　

　

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

実

位：千円
４年度 ５年度

　

６年度 ７年度 ６年度

（

　

決算） （決算） （決算

施

） （予算） 事業費内訳

　

事業費　① 6,180

　

6,127 7,295

∨

7,591 合計 7,295,232 円
報償費 398,890 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 需用費 207,342 円
委託料 5,637,000 円

一般財源 6,180 6,127 7,295 7,591 負担金、補助及び
交付金 1,052,000 円

職員人件費　② 3,388 3,299 5,336 5,426

総事業費（①＋②） 9,568 9,426 12,631 13,017

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

令和

Ｐ
　
　

７

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

教育文化

基本施策 学校

令

教育
施策体系

施策の内

和

容 教育内容の充実

目
　

６

　
　
的

　教職員が学校

年

の枠を超えて、授業研

度

究や情

主
た
る
内
容

○教

評

科指導講習会、情報教

価

育実技研修会、い
報交

）

換を行い、教職員の授

刈

業力向上などの資 　じ

谷

め対策等カウンセリン

市

グ研修会開催
質向上に

事

取り組み、子どもたち

務

の自己有用感 ○現職教

事

育研究委託（全小中学

業

校）
や自己肯定感を育

評

む。 ○現職教育推進事

価

業委託（教育研究会）

シ

　　各教科部会・専門

ー

委員会等の調査研究、

ト

　教科別実技研修会、

（

各教科部会開催助成、

様

　小学校の各種大会児

式

童輸送助成、教育論文

１

　表彰等の事業実施を

）

委託
○教育調査研究事

会

業委託
○学校環境緑化

計

研修委託
○情報教育研

名

修委託
○教員研修等事

担

業補助　　ほか

位
置
づ

当

け

関連計画 教育大綱

根

部

拠法令 地方教育行政の

教

組織及び運営に関する

育

法律

対象者 小中学校教

部

職員 事業期間 ～

実施方

一

法 □直営　■委託　□

般

指定管理　■補助・助

会

成　□その他

計
現職教育推進事

Ｂ
　

業

事
　
業
　
実
　
績

４年度

担

実績 ５年度実績 ６年度

当

実績 ７年度計画

・教科

課

別授業研究会　　13

学

回 ・教科別授業研究会

校

　　13回 ・教科別授

教

業研究会　　13回 ・

育

教科別授業研究会　　

課

13回
・領域別専門委

款

員会　　10回 ・領域

項

別専門委員会　　10

目

回 ・領域別専門委員会

担

　　10回 ・領域別専

当

門委員会　　10回
・

係

教員10年経験者研修

指

　22人 ・教員10年

導

経験者研修　21人 ・

係

教員10年経験者研修

1

　24人 ・教員10年

0

経験者研修　24人
・

1

教科指導委員　　　　

3

19人 ・教科指導委員　　　　19人 ・教科指導委員　　　　19人 ・教科指導委員　　　　19人
・いじめ対



尾市・知立市　　月額8,000円：豊田市・高浜市
比較検証 　　　　　

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,817 2,430 2,165 2,970 合計 2,164,500 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 2,164,500 円

一般財源 2,817 2,430 2,165 2,970

職員人件費　② 1,807 1,688 1,752 1,377

総事業費（①＋②） 4,624 4,118 3,917 4,347

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

７

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 教

（

育文化

基本施策 学校教

令

育
施策体系

施策の内容

和

教育内容の充実

目
　
　

６

　
的

　刈谷市奨学会の

年

事業に対し、補助を行

度

い、

主
た
る
内
容

　刈谷

評

市奨学会の事業に対し

価

、補助を行う。
刈谷市

）

の小中学生の教育振興

刈

を図り、将来有 ○高校

谷

へ進学する生徒への奨

市

学金支給事業
用な人物

事

の育成に寄与する。 ○

務

科学分野で顕著な成績

事

を収めた児童生徒の
　

業

表彰を行う表彰事業

位

評

置
づ
け

関連計画  

根拠

価

法令 刈谷市奨学会会則

シ

対象者 事業期間 昭和３

ー

５年度 ～

実施方法 □直

ト

営　□委託　□指定管

（

理　■補助・助成　□

様

その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業

部

　
実
　
績

４年度実績 ５

教

年度実績 ６年度実績 ７

育

年度計画

刈谷市奨学会

部

へ補助を実施し 刈谷市

一

奨学会へ補助を実施し

般

刈谷市奨学会へ補助を

会

実施し 刈谷市奨学会へ

計

補助を実施す
た。 た。

奨

た。 る。
　 　 　 　
奨学

学

生支給人数　53人 奨

会

学生支給人数　45人

補

奨学生支給人数　41

助

人 奨学生支給人数　4

事

5人

　刈谷市奨学会事

業

業が円滑に実施された

担

。

成果
　表彰事業は、

当

各校に根付いており、

課

特に創意工夫展や理科

学

研究発表における石田

校

科学賞をはじめとする

教

各賞の授与は、

児童生

育

徒の目標となっている

課

。

　当該事業をさらに

款

充実させるため、奨学

項

生の選定基準や支給額

目

等、制度内容を検討す

担

る必要がある。また、

当

財源につい

て検討して

係

いく必要がある。
課題

学

指標名称（単位）
実績

事

値 目標値

４年度 ５年度

係

６年度 ７年度 ９年度

活

1

動  月額（円） 9,0

0

00 9,000 9,0

1

00 9,000 9,0

3

00
指標

 
指標

【貸与型】月額11,000円～35,000円：愛知県
他市との 【給付型】月額9,000円：碧南市・安城市・西



3

７年度 ９年度

活動 参加小中学校数（校） 21 21 21 21 21
指標

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 8,788 18,154 10,609 13,543 合計 10,609,470 円
報償費 20,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 需用費 90,000 円
役務費 92,400 円

一般財源 8,788 18,154 10,609 13,543 委託料 3,807,710 円
使用料及び賃借料

職員人件費　② 2,259 2,148 2,230 2,268 4,799,360 円
負担金、補助及び

総事業費（①＋②） 11,047 20,302 12,839 15,811 交付金 1,800,000 円

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 教育文化

基

令

本施策 学校教育
施策体

和

系
施策の内容 教育内容

６

の充実

目
　
　
　
的

　児

年

童生徒が美術、音楽等

度

の芸術分野活動に

主
た

評

る
内
容

　スクールコン

価

サート、観劇会、バン

）

ドフェ
親しみ豊かな感

刈

性を培ったり、理数、

谷

技術家 スティバル、小

市

中音楽会等音楽会、刈

事

谷っ子
庭分野で創意工

務

夫に取り組み、科学技

事

能の知 ギャラリー、生

業

活創意工夫展等の開催

評

識を身につける。

位
置

価

づ
け

関連計画

根拠法令

シ

対象者 小中学校児童生

ー

徒 事業期間 ～

実施方法

ト

■直営　■委託　□指

（

定管理　■補助・助成

様

　□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事

部

　
業
　
実
　
績

４年度実

教

績 ５年度実績 ６年度実

育

績 ７年度計画

スクール

部

コンサート、バンド ス

一

クールコンサート、バ

般

ンド スクールコンサー

会

ト、バンド スクールコ

計

ンサート、バンド
フェ

芸

スティバル、小中音楽

術

フェスティバル、小中

・

音楽 フェスティバル、

文

小中音楽 フェスティバ

化

ル、小中音楽
会、刈谷

関

っ子ギャラリー、生 会

係

、刈谷っ子ギャラリー

開

、生 会、刈谷っ子ギャ

催

ラリー、生 会、刈谷っ

支

子ギャラリー、生
活創

援

意工夫展、観劇会等の

事

開 活創意工夫展、観劇

業

会等の開 活創意工夫展

担

、観劇会等の開 活創意

当

工夫展、観劇会等の開

課

催費用を負担及び補助

学

した。 催費用を負担及

校

び補助した。 催費用を

教

負担及び補助した。 催

育

費用を負担及び補助す

課

る。

　各種行事をよい

款

機会として、児童生徒

項

が芸術・文化関係の活

目

動に取り組み、普段あ

担

まり触れることがない

当

分野の体験が

成果
でき

係

た。

　物価高騰による

指

燃料費の高騰、運転手

導

の人材不足等の理由に

係

より、入札辞退が増加

1

している。

課題

指標名

0

称（単位）
実績値 目標

1

値

４年度 ５年度 ６年度



等使用料　等
　学校の計画により市内見学を行い、体験活動をすることで、社会科の学習を深めることができた。

成果
　実際に議場の座席に座る経験や話し合いの時間を通して、議会の仕組みを理解させることができた。

　日常生活では味わえない自然豊かな環境に3日間身を置き、友達と協力して生活することで、豊かな心や社会生活に必

要な資質の育成に大いに役立っている。

　議会制度についての事前学習はなされていたが、市役所の役割に関しての事前学習が十分ではなかったので、地方自治

の学習の中で、市役所の役割に関する学習をしてから見学に臨むとさらに効果が上がる。
課題

　キャンプカウンセラーの需要が多く、なかなか確保できない現状がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

成果 地方自治について興味・関心を持つことができた生 ― ― 86.3 87.5 88.5
指標 徒の割合（％）
活動 みどりの学校に参加した児童の割合（％） ― ― 99.4 99.5 99.7
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （

Ｄ

決算） （決算） （予算

　

） 事業費内訳

事業費　

　

① 0 0 18,906 2

　

7,621 合計 18,

Ｏ

905,934 円
報

　

償費 264,000 

　

円

財
　
源

特定財源 0 0

∧

0 0 需用費 333,9

　

74 円
役務費 150

　

,100 円

一般財源

実

0 0 18,906 27

　

,621 使用料及び賃

　

借料
18,157,8

施

60 円

職員人件費　

　

② 0 0 3,584 3,

　

563

総事業費（①＋

∨

②） 0 0 22,490 31,184

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

令和

Ｐ
　

７

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 教育文化

基本施策 学

令

校教育
施策体系

施策の

和

内容 教育内容の充実

目

６

　
　
　
的

○社会科の授

年

業の一環として、公共

度

施設等を

主
た
る
内
容

○

評

わたしたちのかりや学

価

習事業（小3･4）
　

）

見学することにより、

刈

人々の暮らしや産 　・

谷

公共施設等の見学
　業

市

、まちづくりについて

事

の学習の効果と社 　・

務

ハイウエイオアシス観

事

覧車乗車（小3）
　会

業

科学習の向上を図る。

評

　・上野浄水場見学（

価

東海市）（小4）
○刈

シ

谷市議会の議場を見学

ー

し、様子等につい ○地

ト

方自治制度学習事業（

（

中3）
　て説明を聞く

様

ことで、地方自治の仕

式

組みを 　　刈谷市議会

１

の議場を見学し、刈谷

）

市議会
　理解する。 　

会

の様子等について学習

計

する。
○教育の場を自

名

然豊かな環境に移し、

担

活動す ○みどりの学校

当

実施事業（小5）
　る

部

ことにより、健康増進

教

を図る。 　・愛知県野

育

外教育センターにおい

部

て実施
　・野外活動補

一

助のキャンプカウンセ

般

ラーを
　　各学校に配

会

置

位
置
づ
け

関連計画

根

計

拠法令

対象者 小中学校

校

事業期間 昭和４９年度

外

～

実施方法 ■直営　□

学

委託　□指定管理　□

習

補助・助成　□その他

事業
担当課 学校教育

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

課

績

４年度実績 ５年度実

款

績 ６年度実績 ７年度計

項

画

　 　 ※わたしたちの

目

かりや学習事 各事業実

担

施に伴う費用負担
　 　

当

　業、地方自治制度学

係

習事 ・バス借上料
　 　

指

　業、みどりの学校実

導

施事業 ・ハイウェイオ

係

アシス観覧車
　 　 　を

1

統合　 　乗車料
　　　

0

――――――― 　　　

1

――――――― 各事業

3

実施に伴う費用負担 ・

学

キャンプカウンセラー

事

謝礼
・バス借上料 ・施

係

設等使用料　等
・ハイウェイオアシス観覧車
　乗車料
・キャンプカウンセラー謝礼
・施設



ン

６年度 ７年度 ６年度

（

タ

決算） （決算） （決算

ー

） （予算） 事業費内訳

1

事業費　① 8,670

0

9,110 9,006

1

9,552 合計 9,0

4

06,398 円
需用費 2,189,957 円

財
　
源

特定財源 0 0 10 10 役務費 383,334 円
委託料 3,265,667 円

一般財源 8,670 9,110 8,996 9,542 使用料及び賃借料
3,167,440 円

職員人件費　② 3,765 3,836 3,982 4,049

総事業費（①＋②） 12,435 12,946 12,988 13,601

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 諸収入

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　

年

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

度

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

（

業
　
概
　
要

総合計画
分

令

野 教育文化

基本施策 学

和

校教育
施策体系

施策の

６

内容 児童生徒へのきめ

年

細かな対応

目
　
　
　
的

度

　子ども相談センター

評

の適切な管理により円

価

主
た
る
内
容

○施設の維

）

持管理に関する費用
滑

刈

な運営とする。 ○電気

谷

・水道・ガスに関する

市

費用
○修繕に関する費

事

用
○電話に関する費用

務

○委託に関する費用（

事

清掃委託・保守管理委

業

託・樹木管理委託等）

評

○下水道に関する費用

価

○土地借上に関する費

シ

用

位
置
づ
け

関連計画

根

ー

拠法令

対象者 ３～１８

ト

歳の年度末を迎えるま

（

での子ども 事業期間 ～

様

実施方法 ■直営　■委

式

託　□指定管理　□補

１

助・助成　□その他

）

会計名 担当部 教育

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

部

４年度実績 ５年度実績

一

６年度実績 ７年度計画

般

光熱水費始め委託料な

会

ど子ど 光熱水費始め委

計

託料など子ど 光熱水費

子

始め委託料など子ど 光

ど

熱水費始め委託料など

も

子ど
も相談センター管

相

理に必要な も相談セン

談

ター管理に必要な も相

セ

談センター管理に必要

ン

な も相談センター管理

タ

に必要な
経費 経費 経費

ー

経費

子ども相談センタ

管

ーを適切に管理するこ

理

とにより、円滑な運営

事

をすることが出来た。

業

成果

平成24年度の大

担

規模改修の際に未改修

当

である箇所を随時修繕

課

していく必要がある。

学

課題

指標名称（単位）

校

実績値 目標値

４年度 ５

教

年度 ６年度 ７年度 ９年

育

度

活動 開所日数（日）

課

293 293 293 2

款

93 293
指標

指標

他

項

市との
比較検証

目 担当係 子ども相

Ｃ
　

談

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

セ

位：千円
４年度 ５年度



4

題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 相談件数（件） 1,688 1,596 1,300 1,520 1,520
指標

指標
岡崎市：岡崎市教育相談センター　  2,060件　公立小中学校の児童生徒・保護者・教職員を対象

他市との 豊田市：豊田市青少年相談センター  5,263件　小中学生から18歳未満までの青少年を対象
比較検証 安城市：安城市教育センター　　　　3,014件　小中学生の児童生徒とその保護者を対象

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 20,058 21,852 22,194 29,099 合計 22,193,845 円
報酬 10,966,780 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 職員手当等 4,178,681 円
報償費 5,805,250 円

一般財源 20,058 21,852 22,194 29,099 旅費 587,634 円
需用費 237,500 円

職員人件費　② 3,765 3,836 3,982 4,049 備品購入費 418,000 円

総事業費（①＋②） 23,823 25,688 26,176 33,148

建
設
事
業

全体事業費（単位：千

Ｄ

円） 0 ６年度特定財源

　

名称

６年度までの累積

　

事業費 0

８年度以降の

　

事業費見込 0

Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 教育文化

基

令

本施策 学校教育
施策体

和

系
施策の内容 児童生徒

６

へのきめ細かな対応

目

年

　
　
　
的

　親や子ども

度

等の総合的な相談窓口

評

である子

主
た
る
内
容

　

価

子ども相談センターに

）

おいて、親や子ども
ど

刈

も相談センターにおい

谷

て、他機関と連携し 等

市

の電話相談、来所相談

事

及び他機関連携を行
相

務

談活動を行い、具体的

事

な解決の支援をする う

業

。
ことで、精神的な安

評

心感をもたらす。

位
置

価

づ
け

関連計画

根拠法令

シ

対象者 ３～１８歳の年

ー

度末を迎えるまでの子

ト

ども 事業期間 ～

実施方

（

法 ■直営　□委託　□

様

指定管理　□補助・助

式

成　□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　

教

事
　
業
　
実
　
績

４年度

育

実績 ５年度実績 ６年度

部

実績 ７年度計画

・電話

一

相談　　　　　　19

般

5件・電話相談　　　

会

　　　122件・電話

計

相談　　　　　　10

子

0件・電話相談　　　

ど

　　　120件
・来室

も

相談　　　　　1,4

相

93件・来室相談　　

談

　　　1,474件・

事

来室相談　　　　　1

業

,200件・来室相談

担

　　　　　1,400

当

件
・関連機関とのつな

課

ぎ　978件・関連機

学

関とのつなぎ1,01

校

5件・関連機関とのつ

教

なぎ  743件・関

育

連機関とのつなぎ  

課

600件

・子どもに関

款

することであれば何で

項

も相談を受けるという

目

コンセプトの中で様々

担

な相談内容を受けるこ

当

とが出来ている。

成果

係

・幅広い年齢の子ども

子

の相談を受けることが

ど

出来ている。

・関連機

も

関とのつなぎもするこ

相

とにより問題解決をス

談

ムーズに行うことが出

セ

来ている。

　受信中心

ン

の相談活動になってお

タ

り、センターに繋がる

ー

ことのできない子ども

1

や家族への支援をどの

0

ようにしていくかの

課

1

題が残されている。
課



近隣市も概ね同水準で実施している。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 13,694 15,684 14,042 16,806 合計 14,041,578 円
扶助費 14,041,578 円

財
　
源

特定財源 44 13 131 25

一般財源 13,650 15,671 13,911 16,781

職員人件費　② 828 844 876 891

総事業費（①＋②） 14,522 16,528 14,918 17,697

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 要保護児童生徒援助費補助金
（国）、教育振興事業費寄附

８年度以降の事業費見込 0 金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　

７

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

教育文化

基本施策 学校

令

教育
施策体系

施策の内

和

容 児童生徒へのきめ細

６

かな対応

目
　
　
　
的

　

年

刈谷市立の小学校に就

度

学する児童の保護者

主

評

た
る
内
容

　準要保護児

価

童に対する学用品費、

）

校外活動
で経済的に困

刈

窮して、子どもを就学

谷

させるこ 費、修学旅行

市

費の扶助、要保護児童

事

に対する
とが困難な方

務

に対し、援助をするこ

事

とにより 修学旅行費の

業

扶助を行う。
負担軽減

評

を行う。

位
置
づ
け

関連

価

計画  

根拠法令 就学困

シ

難な児童及び生徒に係

ー

る就学奨励についての

ト

国の援助に関する法律

（

対象者 刈谷市立の小学

様

校に就学する児童 事業

式

期間 ～

実施方法 ■直営

１

　□委託　□指定管理

）

　□補助・助成　□そ

会

の他

計名 担当部 教育部

Ｂ
　
事
　
業
　

一

実
　
績

４年度実績 ５年

般

度実績 ６年度実績 ７年

会

度計画

令和4年5月1

計

日現在 令和5年5月1

保

日現在 令和6年5月1

護

日現在 令和7年5月1

児

日現在
・全校児童数　

童

　8,737人 ・全校

助

児童数　　8,723

成

人 ・全校児童数　　8

事

,616人 ・全校児童

業

数　　8,525人
・

担

要保護児童　　　 1

当

9人 ・要保護児童　　

課

　 13人 ・要保護児

学

童　　　 10人 ・要

校

保護児童　　　 11

教

人
・準要保護児童　　

育

479人 ・準要保護児

課

童　　499人 ・準要

款

保護児童　　492人

項

・準要保護児童　　4

目

88人

　学用品費、校

担

外活動費、修学旅行費

当

、新入学用品費等を援

係

助することで、保護者

学

の経済的な負担を軽減

事

し、就学の維持

成果
が

係

図れるよう配慮できた

1

。

　給与費目の拡充等

0

、近隣市の動向を注視

2

し、検討する。

課題

指

2

標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

指標
 

指標
　国庫補助基準単価に準拠しており、



算） 事業費内訳

事業費　① 4,769 3,471 4,983 6,819 合計 4,982,866 円
扶助費 4,982,866 円

財
　
源

特定財源 2,317 1,662 2,417 3,409

一般財源 2,452 1,809 2,566 3,410

職員人件費　② 1,054 844 876 891

総事業費（①＋②） 5,823 4,315 5,859 7,710

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 特別支援教育就学奨励費補助
金（国）

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 教育文化

基本

令

施策 学校教育
施策体系

和

施策の内容 児童生徒へ

６

のきめ細かな対応

目
　

年

　
　
的

　特別支援学級

度

在籍児童の保護者の経

評

済的な

主
た
る
内
容

　特

価

別支援学級に在籍する

）

児童の保護者のう
負担

刈

軽減を行う。 ちで、所

谷

得が支給制限額を下回

市

っているもの
に対し、

事

給食費、学用品費等の

務

一部を扶助す
る。

位
置

事

づ
け

関連計画  

根拠法

業

令 特別支援学級への就

評

学奨励に関する法律

対

価

象者 特別支援学級在籍

シ

児童 事業期間 ～

実施方

ー

法 ■直営　□委託　□

ト

指定管理　□補助・助

（

成　□その他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　

当

事
　
業
　
実
　
績

４年度

部

実績 ５年度実績 ６年度

教

実績 ７年度計画

・認定

育

者　　　　142人 ・

部

認定者　　　　152

一

人 ・認定者　　　　1

般

56人 ・認定者　　　

会

　156人

　学用品費

計

、校外活動費、修学旅

特

行費、新入学用品費等

別

を援助することで、保

支

護者の経済的な負担を

援

軽減し、就学の維持

成

教

果
が図れるよう配慮で

育

きた。

　給与費目、給

就

与額の見直し等、国の

学

指導に基づき、適切に

奨

対応する。

課題

指標名

励

称（単位）
実績値 目標

事

値

４年度 ５年度 ６年度

業

７年度 ９年度

活動 特別

担

支援学級在籍児童数（

当

各年5月1日現在）（

課

人） 216 233 23

学

1 248 250
指標

 

校

指標
　国庫補助基準単

教

価に準拠しており、近

育

隣市も概ね同水準で実

課

施している。
他市との

款

比較検証

項 目 担当係 学事係

Ｃ
　
事
　
業

1

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

0

円
４年度 ５年度 ６年度

2

７年度 ６年度

（決算）

2

（決算） （決算） （予



決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,722 3,403 98,215 9,401 合計 98,215,239 円
需用費 98,215,239 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 3,722 3,403 98,215 9,401

職員人件費　② 1,129 997 1,035 1,053

総事業費（①＋②） 4,851 4,400 99,250 10,454

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 教育文化

基本施

令

策 学校教育
施策体系

施

和

策の内容 教育内容の充

６

実

目
　
　
　
的

　児童数

年

の増及び少人数授業の

度

充実による学

主
た
る
内

評

容

　児童数の増及び少

価

人数授業の充実による

）

学
級数増に対応するた

刈

め、教員用教科書、指

谷

導 級数増に対応するた

市

め、教員用教科書、指

事

導
書及び教材の不足分

務

を購入し、学校教育の

事

円 書及び教材の不足分

業

を購入する。
滑な実施

評

を図る。

位
置
づ
け

関連

価

計画  

根拠法令  

対象

シ

者 小学校 事業期間 ～

実

ー

施方法 ■直営　□委託

ト

　□指定管理　□補助

（

・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

４

部

年度実績 ５年度実績 ６

教

年度実績 ７年度計画

教

育

員用教科書及び指導書

部

の不 教員用教科書及び

一

指導書の不 小学校教科

般

書改訂に伴い新規 教員

会

用教科書及び指導書の

計

不
足分を購入した。 足

教

分を購入した。 に教員

科

用教科書及び指導書を

書

足分を購入する。
購入

指

した。

　学級数や職員

導

数に対応するために必

書

要な教員用教科書と指

等

導書を、要望に応じて

整

支給することができた

備

。

成果

　学級数や教員

事

数の増加に伴い、今後

業

も教員用教科書と指導

担

書の不足が予想される

当

ので、それに応じた予

課

算を確保してい

く。
課

学

題

指標名称（単位）
実

校

績値 目標値

４年度 ５年

教

度 ６年度 ７年度 ９年度

育

活動 教科書を受給した

課

教員の割合（％） 10

款

0 100 100 100

項

100
指標

 
指標

 
他

目

市との
比較検証

担当係 指導係

10

Ｃ
　

2

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

2

位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（



の中で、学級共有のものを増やし、保護者の負担をさらに減らすことが求められる。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

指標
 

指標
 

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 22,765 26,437 25,294 26,266 合計 25,294,256 円
需用費 24,294,356 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 999,900 円

一般財源 22,765 26,437 25,294 26,266

職員人件費　② 678 691 717 729

総事業費（①＋②） 23,443 27,128 26,011 26,995

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　

７

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

教育文化

基本施策 学校

令

教育
施策体系

施策の内

和

容 教育内容の充実

目
　

６

　
　
的

　補助教材を活

年

用し、児童の学力及び

度

指導等

主
た
る
内
容

　こ

評

とばのきまり、算数の

価

友、明るい心、夏
につ

）

いて効果を図る。また

刈

、全ての学校が共 休み

谷

の日誌、冬休みの日誌

市

等の教材を購入す
通に

事

使用している補助教材

務

については、市費 る。

事

で購入することにより

業

保護者負担の軽減を図

評

る。

位
置
づ
け

関連計画

価

 

根拠法令  

対象者 小

シ

学校 事業期間 ～

実施方

ー

法 ■直営　□委託　□

ト

指定管理　□補助・助

（

成　□その他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　

当

事
　
業
　
実
　
績

４年度

部

実績 ５年度実績 ６年度

教

実績 ７年度計画

算数の

育

友、ひらがな・かたか

部

算数の友、ひらがな・

一

かたか 算数の友、ひら

般

がな・かたか 算数の友

会

、ひらがな・かたか
な

計

、ことばのきまり、わ

補

たし な、ことばのきま

助

り、わたし な、ことば

教

のきまり、みんな な、

材

ことばのきまり、みん

整

な
たちのかりや、みん

備

なの安 たちのかりや、

事

みんなの安 の安全、明

業

るい心、かりやの の安

担

全、明るい心、かりや

当

の
全、明るい心、かり

課

やの子、 全、明るい心

学

、かりやの子、 子、み

校

かわの子、健康手帳、

教

子、みかわの子、健康

育

手帳、
みかわの子、健

課

康手帳、かき みかわの

款

子、健康手帳、かき か

項

きぞめ手本、国語・算

目

数・ かきぞめ手本、国

担

語・算数・
ぞめ手本、

当

国語・算数・英語 ぞめ

係

手本、国語・算数・英

指

語 英語の学習、夏・冬

導

休み日誌 英語の学習、

係

夏・冬休み日誌
の学習

1

、夏・冬休み日誌の購

0

の学習、夏・冬休み日

2

誌の購 の購入 の購入
入

2

入

　「算数の友」「ことばのきまり」等、日々の学習で使用するものを購入することができた。

成果

　補助教材



隣市も概ね同水準で実施している。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 20,790 21,389 19,478 22,432 合計 19,477,739 円
扶助費 19,477,739 円

財
　
源

特定財源 0 53 30 142

一般財源 20,790 21,336 19,448 22,290

職員人件費　② 1,355 1,381 1,433 1,458

総事業費（①＋②） 22,145 22,770 20,911 23,890

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 要保護児童生徒援助費補助金
（国）

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　

７

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

教育文化

基本施策 学校

令

教育
施策体系

施策の内

和

容 児童生徒へのきめ細

６

かな対応

目
　
　
　
的

　

年

刈谷市立の中学校に就

度

学する生徒の保護者

主

評

た
る
内
容

　準要保護生

価

徒に対する学用品費、

）

校外活動
で経済的に困

刈

窮して、子どもを就学

谷

させるこ 費、修学旅行

市

費の扶助、要保護生徒

事

に対する
とが困難な方

務

に対し、援助すること

事

により負 修学旅行費の

業

扶助を行う。
担軽減を

評

行う。

位
置
づ
け

関連計

価

画  

根拠法令 就学困難

シ

な児童及び生徒に係る

ー

就学奨励についての国

ト

の援助に関する法律

対

（

象者 刈谷市立の中学校

様

に就学する生徒 事業期

式

間 ～

実施方法 ■直営　

１

□委託　□指定管理　

）

□補助・助成　□その

会

他

計名 担当部 教育部

Ｂ
　
事
　
業
　
実

一

　
績

４年度実績 ５年度

般

実績 ６年度実績 ７年度

会

計画

令和4年5月1日

計

現在 令和5年5月1日

保

現在 令和6年5月1日

護

現在 令和7年5月1日

生

現在
・全校生徒数　　

徒

4,138人 ・全校生

助

徒数　　4,149人

成

・全校生徒数　　4,

事

235人 ・全校生徒数

業

　　4,262人
・要

担

保護生徒　　　  7

当

人 ・要保護生徒　　　

課

  7人 ・要保護生徒

学

　　　  6人 ・要保

校

護生徒　　　  8人

教

・準要保護生徒　　2

育

97人 ・準要保護生徒

課

　　303人 ・準要保

款

護生徒　　308人 ・

項

準要保護生徒　　30

目

6人

　学用品費、校外

担

活動費、修学旅行費、

当

新入学用品費等を援助

係

することで、保護者の

学

経済的な負担を軽減し

事

、就学の維持

成果
が図

係

れるよう配慮できた。

1

　給与費目の拡充等、

0

近隣市の動向を注視し

3

、検討する。

課題

指標

2

名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

指標
 

指標
　国庫補助基準単価に準拠しており、近



業費内訳

事業費　① 2,220 1,959 2,411 4,083 合計 2,411,310 円
扶助費 2,411,310 円

財
　
源

特定財源 1,092 961 1,190 2,041

一般財源 1,128 998 1,221 2,042

職員人件費　② 1,054 1,074 1,115 1,134

総事業費（①＋②） 3,274 3,033 3,526 5,217

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 特別支援教育就学奨励費補助
金（国）

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 教育文化

基本

令

施策 学校教育
施策体系

和

施策の内容 児童生徒へ

６

のきめ細かな対応

目
　

年

　
　
的

　特別支援学級

度

在籍生徒の保護者の経

評

済的な

主
た
る
内
容

　特

価

別支援学級に在籍する

）

生徒の保護者のう
負担

刈

軽減を行う。 ちで、所

谷

得が支給制限額を下回

市

っているもの
に対し、

事

給食費、学用品費等の

務

一部を扶助す
る。

位
置

事

づ
け

関連計画  

根拠法

業

令 特別支援学級への就

評

学奨励に関する法律

対

価

象者 特別支援学級在籍

シ

生徒 事業期間 ～

実施方

ー

法 ■直営　□委託　□

ト

指定管理　□補助・助

（

成　□その他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　

当

事
　
業
　
実
　
績

４年度

部

実績 ５年度実績 ６年度

教

実績 ７年度計画

・認定

育

者　　　　　44人 ・

部

認定者　　　　　47

一

人 ・認定者　　　　　

般

46人 ・認定者　　　

会

　　46人

　学用品費

計

、校外活動費、修学旅

特

行費、新入学用品費等

別

を援助することで、保

支

護者の経済的な負担を

援

軽減し、就学の維持

成

教

果
が図れるよう配慮で

育

きた。

　給与費目、給

就

与額の見直し等、国の

学

指導に基づき、適切に

奨

対応する。

課題

指標名

励

称（単位）
実績値 目標

事

値

４年度 ５年度 ６年度

業

７年度 ９年度

活動 特別

担

支援学級在籍生徒数（

当

各年5月1日現在）（

課

人） 66 76 86 10

学

5 105
指標

 
指標

　

校

国庫補助基準単価に準

教

拠しており、近隣市も

育

概ね同水準で実施して

課

いる。
他市との
比較検

款

証

項 目 担当係 学事係

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

1

ス
　
ト

単位：千円
４年

0

度 ５年度 ６年度 ７年度

3

６年度

（決算） （決算

2

） （決算） （予算） 事



予算） 事業費内訳

事業費　① 219 1,169 345 48,169 合計 345,191 円
需用費 345,191 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 48,169

一般財源 219 1,169 345 0

職員人件費　② 1,054 1,074 956 1,134

総事業費（①＋②） 1,273 2,243 1,301 49,303

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 教育文化

基本施

令

策 学校教育
施策体系

施

和

策の内容 教育内容の充

６

実

目
　
　
　
的

　生徒数

年

の増及び少人数授業の

度

充実による学

主
た
る
内

評

容

　生徒数の増及び少

価

人数授業の充実による

）

学
級数増に対応するた

刈

め、教員用教科書、指

谷

導 級数増に対応するた

市

め、教員用教科書、指

事

導
書及び教材の不足分

務

を購入し、学校教育の

事

円 書及び教材の不足分

業

を購入する。
滑な実施

評

を図る。

位
置
づ
け

関連

価

計画  

根拠法令  

対象

シ

者 中学校 事業期間 ～

実

ー

施方法 ■直営　□委託

ト

　□指定管理　□補助

（

・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

４

部

年度実績 ５年度実績 ６

教

年度実績 ７年度計画

教

育

員用教科書及び指導書

部

の不 教員用教科書及び

一

指導書の不 教員用教科

般

書及び指導書の不 （Ｒ

会

6繰越分）
足分を購入

計

した。 足分を購入した

教

。 足分を購入した。 中

科

学校教科書改訂に伴い

書

新規
に教員用教科書及

指

び指導書を
購入する。

導

　学級数や教員数の増

書

加に対応するために必

等

要な教師用の教科書、

整

指導書を要望に応じて

備

購入することができた

事

。

成果

　教科書の改訂

業

に伴い、教師用の教科

担

書、指導書等を購入す

当

る必要がある。

課題

指

課

標名称（単位）
実績値

学

目標値

４年度 ５年度 ６

校

年度 ７年度 ９年度

成果

教

教科書を受給した教員

育

の割合（％） 100 1

課

00 100 100 10

款

0
指標

 
指標

 
他市と

項

の
比較検証

目 担当係 指導係

1

Ｃ
　
事
　

0

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

3

千円
４年度 ５年度 ６年

2

度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （



の郷土」をはじめとする補助教材の有効的な活用を検討し、さらなる知識の定着や学力向上につなげたい。ま

た、補助教材の中で、学級共有のものを増やし、保護者の負担をさらに減らすことが求められる。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

指標

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 11,049 11,147 11,487 12,747 合計 11,486,849 円
需用費 11,486,849 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 11,049 11,147 11,487 12,747

職員人件費　② 828 844 876 891

総事業費（①＋②） 11,877 11,991 12,363 13,638

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　

７

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

教育文化

基本施策 学校

令

教育
施策体系

施策の内

和

容 教育内容の充実

目
　

６

　
　
的

　補助教材を活

年

用し、生徒の学力及び

度

指導等

主
た
る
内
容

　こ

評

とばのきまり、数学の

価

友、明るい人生、
につ

）

いて効果を図る。また

刈

、全ての学校が共 つく

谷

る生活技術、英語演習

市

、理科演習、中学
通に

事

使用している補助教材

務

については、市費 生の

事

読書、明るい人生、健

業

康手帳等の教材を
で購

評

入することにより保護

価

者負担の軽減を図 購入

シ

する。
る。

位
置
づ
け

関

ー

連計画 教育大綱

根拠法

ト

令 学校教育法

対象者 中

（

学校 事業期間 ～

実施方

様

法 ■直営　□委託　□

式

指定管理　□補助・助

１

成　□その他

）

会計名 担当部 教

Ｂ
　

育

事
　
業
　
実
　
績

４年度

部

実績 ５年度実績 ６年度

一

実績 ７年度計画

刈谷の

般

歴史について学び、自

会

刈谷の歴史について学

計

び、自 刈谷の歴史につ

補

いて学び、自 刈谷の歴

助

史について学び、自
分

教

が住む地域の歴史や受

材

け継 分が住む地域の歴

整

史や受け継 分が住む地

備

域の歴史や受け継 分が

事

住む地域の歴史や受け

業

継
がれてきた伝統・文

担

化への関 がれてきた伝

当

統・文化への関 がれて

課

きた伝統・文化への関

学

がれてきた伝統・文化

校

への関
心を高めるため

教

、「わたした 心を高め

育

るため、「わたした 心

課

を高めるため、「わた

款

した 心を高めるため、

項

「わたした
ちの郷土」

目

を使用した。 ちの郷土

担

」を使用した。 ちの郷

当

土」を使用した。 ちの

係

郷土」を使用する。
（

指

その他）主たる内容の

導

とお （その他）主たる

係

内容のとお （その他）

1

主たる内容のとお （そ

0

の他）主たる内容のと

3

お
り り り り

　生徒に多

2

くの練習問題を解く機会が与えられたことで、知識の定着や学力向上につなげることができた。

成果

　「私たち



0

度 ５年度 ６年度 ７年度

4

６年度

（決算） （決算

2

） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 701 257 881 5,569 合計 880,640 円
需用費 880,640 円

財
　
源

特定財源 225 99 268 1,963

一般財源 476 158 613 3,606

職員人件費　② 828 921 796 810

総事業費（①＋②） 1,529 1,178 1,677 6,379

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 特別支援学校教育推進事業費
負担金

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 教育文

令

化

基本施策 学校教育
施

和

策体系
施策の内容 教育

６

内容の充実

目
　
　
　
的

年

　刈谷特別支援学校の

度

教員用教科書、指導書

評

主
た
る
内
容

　刈谷特別

価

支援学校の小学部、中

）

学部、高等
及び教材を

刈

購入し、学校教育の円

谷

滑な実施を 部における

市

教員用教科書、指導書

事

及び教材を
図る。 購入

務

する。

位
置
づ
け

関連計

事

画

根拠法令

対象者 特別

業

支援学校 事業期間 ～

実

評

施方法 ■直営　□委託

価

　□指定管理　□補助

シ

・助成　□その他

ート （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

４

名

年度実績 ５年度実績 ６

担

年度実績 ７年度計画

教

当

員用教科書及び指導書

部

の不 教員用教科書及び

教

指導書の不 教員用教科

育

書及び指導書の不 教員

部

用教科書及び指導書の

一

不
足分を購入した。 足

般

分を購入した。 足分を

会

購入した。 足分を購入

計

する。
小学部は教科書

教

改訂に伴い新 中学部は

科

教科書改訂に伴い新
規

書

に教員用教科書及び指

指

導書 規に教員用教科書

導

及び指導書
を購入した

書

。 を購入する。

　教員

等

用教科書、指導書を購

整

入したことにより、円

備

滑な授業実施を行うこ

事

とができた。

成果

　学

業

級数や教員数の増加に

担

伴い、今後も教員用教

当

科書及び指導書の不足

課

が予想されるため、そ

学

れに応じた予算を確保

校

して

いく。
課題

指標名

教

称（単位）
実績値 目標

育

値

４年度 ５年度 ６年度

課

７年度 ９年度

活動 教科

款

書を受給した教員の割

項

合（％） 100 100

目

100 100 100
指

担

標

指標

他市との
比較検

当

証

係 特別支援教育係

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

1

ス
　
ト

単位：千円
４年



成果

　補助教材の中で、学級共有のものを増やし、保護者の負担をさらに減らすことが求められる。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

成果 補助教材を必要とする児童生徒に受給した割合(％) 100 100 100 100 100
指標
活動
指標

　市の独自事業である。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 15 14 12 125 合計 12,407 円
需用費 12,407 円

財
　
源

特定財源 5 5 4 44

一般財源 10 9 8 81

職員人件費　② 828 921 398 486

総事業費（①＋②） 843 935 410 611

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 特別支援学校教育推進事業費
負担金

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 教育文化

基本

令

施策 学校教育
施策体系

和

施策の内容 教育内容の

６

充実

目
　
　
　
的

　刈谷

年

特別支援学校において

度

、補助教材を活

主
た
る

評

内
容

　ことばのきまり

価

、算数の友、夏休みの

）

日誌､
用し、児童生徒

刈

の学力及び指導等につ

谷

いて効 冬休みの日誌等

市

の教材を購入する。
果

事

を図る。また、小中学

務

校と共通の補助教材
は

事

、市費で購入すること

業

により保護者負担の
軽

評

減を図る。

位
置
づ
け

関

価

連計画

根拠法令

対象者

シ

特別支援学校 事業期間

ー

～

実施方法 ■直営　□

ト

委託　□指定管理　□

（

補助・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

部

績

４年度実績 ５年度実

教

績 ６年度実績 ７年度計

育

画

算数の友、ひらがな

部

・かたか 算数の友、ひ

一

らがな・かたか 算数の

般

友、ひらがな・かたか

会

算数の友、ひらがな・

計

かたか
な、ことばのき

補

まり、わたし な、こと

助

ばのきまり、わたし な

教

、ことばのきまり、わ

材

たし な、ことばのきま

整

り、わたし
たちのかり

備

や、みんなの安 たちの

事

かりや、みんなの安 た

業

ちのかりや、みんなの

担

安 たちのかりや、みん

当

なの安
全、明るい心、

課

健康手帳、か 全、明る

学

い心、健康手帳、か 全

校

、明るい心、健康手帳

教

、か 全、明るい心、健

育

康手帳、か
りやの子、

課

みかわの子、かき りや

款

の子、みかわの子、か

項

き りやの子、みかわの

目

子、かき りやの子、み

担

かわの子、かき
ぞめ手

当

本、国語・算数・英語

係

ぞめ手本、国語・算数

特

・英語 ぞめ手本、国語

別

・算数・英語 ぞめ手本

支

、国語・算数・英語
の

援

学習、夏・冬休み日誌

教

の購 の学習、夏・冬休

育

み日誌の購 の学習、夏

係

・冬休み日誌の購 の学

1

習、夏・冬休み日誌の

0

購
入 入 入 入

　日々の学

4

習で使用するものを購

2

入することができた。



0

1,067 1,067

5

1,100
指標
活動
指

5

標
　トヨタグループ会社に加え、地元団体、企業等から寄附を受けており、他市と比較しても、より地域に根

他市との ざした発明クラブである。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,200 3,200 3,200 3,200 合計 3,200,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 3,200,000 円

一般財源 3,200 3,200 3,200 3,200

職員人件費　② 1,129 1,151 1,195 1,215

総事業費（①＋②） 4,329 4,351 4,395 4,415

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 教育文

令

化

基本施策 生涯学習・

和

青少年育成
施策体系

施

６

策の内容 学習活動の支

年

援

目
　
　
　
的

　次代を

度

担う児童または青少年

評

に対し、科学

主
た
る
内

価

容

　刈谷少年少女発明

）

クラブの活動を支援す

刈

る
技術に関する興味・

谷

関心を喚起すると共に

市

、 ため、補助金を交付

事

する。
創造活動を通し

務

てアイデアを実現する

事

喜びを
体験させる。ま

業

た、健全で創造性豊か

評

な児童
または青少年の

価

育成に寄与することを

シ

目的に
設立された刈谷

ー

少年少女発明クラブの

ト

活動を
支援する。

位
置

（

づ
け

関連計画

根拠法令

様

刈谷市補助金等交付規

式

則

対象者 刈谷少年少女

１

発明クラブ 事業期間 ～

）

実施方法 □直営　□委

会

託　□指定管理　■補

計

助・助成　□その他

名 担当部 教育部

一般

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

会

４年度実績 ５年度実績

計

６年度実績 ７年度計画

刈

　小中学校児童生徒に

谷

対して 　小中学校児童

少

生徒に対して 　小中学

年

校児童生徒に対して 　

少

小中学校児童生徒に対

女

して
定期的にクラブを

発

開催し、創 定期的にク

明

ラブを開催し、創 定期

ク

的にクラブを開催し、

ラ

創 定期的にクラブを開

ブ

催し、創
意工夫作品の

補

制作等の支援を 意工夫

助

作品の制作等の支援を

事

意工夫作品の制作等の

業

支援を 意工夫作品の制

担

作等の支援を
行った。

当

行った。 行った。 行う

課

。

　児童生徒の自主的

学

な活動の機会を維持し

校

、学習活動の活性化を

教

図ることができた。

成

育

果

　財政健全化の施策

課

として、入会金などの

款

新設を行うと共に、講

項

座数の見直しによるス

目

リム化で、人件費、材

担

料費の経費

削減に取り

当

組む必要がある。
課題

係

指標名称（単位）
実績

学

値 目標値

４年度 ５年度

事

６年度 ７年度 ９年度

活

係

動 クラブ会員数（人）

1

1,127 1,112



別

康に関心を持つ、良い

支

機会になっている。ま

援

た、疾病の早期発見、

教

早期治療に役立ってい

育

る。

成果

　健康診断の

係

結果に基づき適切な措置をとり、健康の保持、増進を図る必要があるが、教職員健康診断で医師の診察を受

けるよう指摘されたにもかかわらず、放置しているケースもある。事後措置を促すなど積極的な働きかけが課題である。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

成果 健康診断実施率（児童生徒）（％） 100 100 100 100 100
指標
成果 健康診断実施率（教職員）（％） 100 100 100 100 100
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 30,519 30,593 31,582 33,977 合計 31,581,656 円
需用費 141,237 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 27,068,946 円
委託料 4,371,473 円

一般財源 30,519 30,593 31,582 33,977

職員人件費　② 1,506 1,458 1,513 1,539

総事業費（①＋②） 32,025 32,051 33,095 35,516

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

教育文化

基本施策 学校

和

教育
施策体系

施策の内

６

容 児童生徒へのきめ細

年

かな対応

目
　
　
　
的

　

度

児童生徒及び教職員の

評

健康の保持増進を図

主

価

た
る
内
容

　小学校、中

）

学校、特別支援学校に

刈

おける児
る。 童生徒及

谷

び教職員の健康管理の

市

ため、健康診
断を行う

事

。

位
置
づ
け

関連計画  

務

根拠法令  

対象者 小中

事

学校児童・生徒および

業

教職員 事業期間 ～

実施

評

方法 ■直営　■委託　

価

□指定管理　□補助・

シ

助成　□その他

ート （様式１）

会

Ｂ

計

　
事
　
業
　
実
　
績

４年

名

度実績 ５年度実績 ６年

担

度実績 ７年度計画

【児

当

童・生徒】 【児童・生

部

徒】 【児童・生徒】 【

教

児童・生徒】
心電図、

育

尿検査、肝機能検査､

部

心電図、尿検査、肝機

一

能検査､心電図、尿検

般

査、肝機能検査､心電

会

図、尿検査、肝機能検

計

査､
血糖検査、貧血検

児

査、胸部レ 血糖検査、

童

貧血検査、胸部レ 血糖

生

検査、貧血検査、胸部

徒

レ 血糖検査、貧血検査

等

、胸部レ
ントゲン（結

健

核検診要精検者)ント

康

ゲン（結核検診要精検

診

者)ントゲン（結核検

断

診要精検者)ントゲン

事

（結核検診要精検者)

業

【教職員】 【教職員】

担

【教職員】 【教職員】

当

身長・体重、視力、腹

課

囲、血 身長・体重、視

学

力、腹囲、血 身長・体

校

重、視力、腹囲、血 身

教

長・体重、視力、腹囲

育

、血
圧、聴力検査、尿

課

検査、血液 圧、聴力検

款

査、尿検査、血液 圧、

項

聴力検査、尿検査、血

目

液 圧、聴力検査、尿検

担

査、血液
検査、胸部レ

当

ントゲン、（心 検査、

係

胸部レントゲン、（心

指

検査、胸部レントゲン

導

、（心 検査、胸部レン

係

トゲン、（心
電図、胃

1

部レントゲン） 電図、

0

胃部レントゲン） 電図

6

、胃部レントゲン） 電

1

図、胃部レントゲン）

特

　健康診断が自分の健



度 ７年度 ９年度

指標
 

指標
　安城市、知立市及び碧南市は、本市と同様、準要保護児童生徒に実費を支給している。

他市との 　高浜市は、年間の上限額を設定している。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 38,282 19,018 38,779 44,234 合計 38,779,093 円
扶助費 38,779,093 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 38,282 19,018 38,779 44,234

職員人件費　② 1,205 1,228 1,274 1,296

総事業費（①＋②） 39,487 20,246 40,053 45,530

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

７

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 教育文化

基本施策 学

令

校教育
施策体系

施策の

和

内容 児童生徒へのきめ

６

細かな対応

目
　
　
　
的

年

　刈谷市立の小中学校

度

及び特別支援学校に就

評

主
た
る
内
容

　要保護児

価

童生徒、準要保護児童

）

生徒に対す
学する児童

刈

生徒の保護者で、経済

谷

的な困窮の る医療費及

市

び準要保護児童生徒に

事

対する給食
ため子ども

務

を就学させることが困

事

難な方に対 費の扶助を

業

行う。
し、負担軽減を

評

行うことにより支援を

価

する。

位
置
づ
け

関連計

シ

画  

根拠法令 就学困難

ー

な児童及び生徒に係る

ト

就学奨励についての国

（

の援助に関する法律

対

様

象者 小中学校児童生徒

式

事業期間 ～

実施方法 ■

１

直営　□委託　□指定

）

管理　□補助・助成　

会

□その他

計名 担当部 教育部

Ｂ
　
事
　

一

業
　
実
　
績

４年度実績

般

５年度実績 ６年度実績

会

７年度計画

令和4年5

計

月1日現在 令和5年5

保

月1日現在 令和6年5

護

月1日現在 令和7年5

生

月1日現在
・全校児童

徒

生徒数　12,875

等

人 ・全校児童生徒数　

助

12,872人 ・全校

成

児童生徒数　12,8

事

51人 ・全校児童生徒

業

数　12,787人
・

担

要保護児童生徒　　 

当

 26人 ・要保護児童

課

生徒　　  20人 ・

学

要保護児童生徒　　 

校

 16人 ・要保護児童

教

生徒　　  19人
・

育

準要保護児童生徒　 

課

776人 ・準要保護児

款

童生徒　 802人 ・

項

準要保護児童生徒　 

目

800人 ・準要保護児

担

童生徒　 794人

　

当

準要保護世帯の給食費

係

を全額援助することで

学

、保護者の負担を軽減

事

し、就学の維持が図れ

係

るよう配慮できた。

成

1

果

　生活困窮世帯の給

0

食費の負担を軽減する

6

ため、保護者への就学

1

援助制度の理解を促す必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年



教

690 4,046 4,

育

402 合計 4,045

係

,972 円
報償費 55,620 円

財
　
源

特定財源 10,216 0 0 0 需用費 1,852,815 円
役務費 1,595,220 円

一般財源 13,475 3,690 4,046 4,402 委託料 267,000 円
負担金、補助及び

職員人件費　② 3,840 4,527 4,699 4,778 交付金 275,317 円

総事業費（①＋②） 27,531 8,217 8,745 9,180

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 教育文

令

化

基本施策 学校教育
施

和

策体系
施策の内容 児童

６

生徒へのきめ細かな対

年

応

目
　
　
　
的

　学校に

度

おける保健管理を適切

評

に行い、児童

主
た
る
内

価

容

〇環境調査に必要な

）

検査機器の消耗品の購

刈

入
生徒及び教職員の健

谷

康の保持増進を図る。

市

〇学校給食配膳用白衣

事

の購入
〇学校環境衛生

務

基準に基づく環境衛生

事

分析の
　実施
〇永久歯

業

う蝕対策のためのフッ

評

化物洗口の実
　施

位
置

価

づ
け

関連計画  

根拠法

シ

令  

対象者 小中学校及

ー

び特別支援学校 事業期

ト

間 ～

実施方法 ■直営　

（

■委託　□指定管理　

様

□補助・助成　□その

式

他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　
実

教

　
績

４年度実績 ５年度

育

実績 ６年度実績 ７年度

部

計画

・フッ化物洗口　

一

1校 ・フッ化物洗口　

般

16校 ・フッ化物洗口

会

　16校 ・フッ化物洗

計

口　16校
・新型コロ

学

ナウイルス感染症
　対

校

策に必要な保健衛生用

保

品
  等の購入　22

健

校

　学校保健活動の振

振

興を図ることができた

興

。

成果

　費用対効果を

事

さらに高めるため、使

業

用薬剤（オラブリス）

担

の検証が必要になる。

当

課題

指標名称（単位）

課

実績値 目標値

４年度 ５

学

年度 ６年度 ７年度 ９年

校

度

活動 学校環境衛生検

教

査実施校（校） 22 2

育

2 22 22 22
指標

 

課

指標
　フッ化物洗口事

款

業は、近隣市では、実

項

施している。
他市との

目

比較検証

担当係 指導係

10

Ｃ
　
事
　
業

6

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

1

円
４年度 ５年度 ６年度

特

７年度 ６年度

（決算）

別

（決算） （決算） （予

支

算） 事業費内訳

事業費

援

　① 23,691 3,



師派遣費を増額するなど、安全対策に力を入れる必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

成果 県大会以上出場選手数（延べ人数）（人） 125 119 114 130 140
指標

 
指標

 学校会場だけでなく、公共の体育施設等を利用している。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,529 3,641 3,591 3,942 合計 3,590,608 円
委託料 2,547,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 負担金、補助及び
交付金 1,043,608 円

一般財源 3,529 3,641 3,591 3,942

職員人件費　② 1,882 1,228 1,274 1,296

総事業費（①＋②） 5,411 4,869 4,865 5,238

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

７

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 教育文化

基本施策

令

学校教育
施策体系

施策

和

の内容 教育内容の充実

６

目
　
　
　
的

　中小学校

年

体育連盟の運営を補助

度

し、中小学

主
た
る
内
容

評

○学校体育管理に関す

価

る研究調査
校体育全般

）

の振興を図る。 ○学校

刈

体育研究、講習会の開

谷

催
○中学校生徒の体育

市

大会の開催
○その他、

事

目的達成に必要な事業

務

位
置
づ
け

関連計画  

根

事

拠法令  

対象者 小中学

業

校児童・生徒および教

評

職員 事業期間 ～

実施方

価

法 □直営　■委託　□

シ

指定管理　■補助・助

ー

成　□その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　

名

事
　
業
　
実
　
績

４年度

担

実績 ５年度実績 ６年度

当

実績 ７年度計画

・刈谷

部

市中学校市長杯大会、

教

・刈谷市中学校市長杯

育

大会、 ・刈谷市中学校

部

市長杯大会、 ・刈谷市

一

中学校市長杯大会、
　

般

刈谷・知立地区中学校

会

選手 　刈谷・知立地区

計

中学校選手 　刈谷・知

中

立地区中学校選手 　刈

小

谷・知立地区中学校選

学

手
　権大会、刈谷市中

校

学校新人 　権大会、刈

体

谷市中学校新人 　権大

育

会、刈谷市中学校新人

連

　権大会、刈谷市中学

盟

校新人
　戦大会の開催

事

　戦大会の開催 　戦大

業

会の開催 　戦大会の開

担

催
・小学校サッカー・

当

バスケッ ・小学校サッ

課

カー・バスケッ ・小学

学

校サッカー・バスケッ

校

・小学校サッカー・バ

教

スケッ
　トボール連盟

育

大会の共催 　トボール

課

連盟大会の共催 　トボ

款

ール連盟大会の共催 　

項

トボール連盟大会の共

目

催
・小中学校審判実技

担

講習会の ・小中学校審

当

判実技講習会の ・小中

係

学校審判実技講習会の

指

・小中学校審判実技講

導

習会の
　開催 　開催 　

係

開催 　開催

　中小学校

1

体育連盟主催の各種大

0

会等を大きな事故や問

6

題もなく、円滑に実施

2

することができた。

成果

　夏の大会の空調費や会場を担当する看護



1

助 ・全国大会運賃等補

0

助
　　　　　　　　　

6

　  4名 　　　　　

2

　　　　　 12名 　　　　　　　　　　  8名 　　　　　　　　　　 10名

　生徒が上位大会に進む際、交通費、宿泊費等によって生ずる保護者の負担を軽減することができ、生徒が等しくスポー

成果
ツに打ち込める条件の一つを保障することができた。

　各種大会で活躍する生徒が増えているため、今後も継続したい。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 県大会以上出場選手数（延べ人数）（人） 125 119 114 130 140
指標

 
指標

　他市でも上位大会での交通費や宿泊費を補助することで、保護者への負担を軽減している。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 648 1,461 1,266 2,313 合計 1,266,485 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 1,266,485 円

一般財源 648 1,461 1,266 2,313

職員人件費　② 753 1,151 1,195 1,215

総事業費（①＋②） 1,401 2,612 2,461 3,528

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累

Ｄ

積事業費 0

８年度以降

　

の事業費見込 0

　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 教育

令

文化

基本施策 学校教育

和

施策体系
施策の内容 児

６

童生徒へのきめ細かな

年

対応

目
　
　
　
的

　小中

度

学校体育大会選手派遣

評

事業に要する費

主
た
る

価

内
容

○愛知県教育委員

）

会、文部科学省、愛知

刈

県中
用を補助すること

谷

により、スポーツ活動

市

を奨 　小学校体育連盟

事

及び全日本中学校体育

務

連盟
励し、体力、運動

事

能力の向上と保護者負

業

担の 　の主催する大会

評

（弓道については全国

価

中学
軽減を図る。 　校

シ

弓道大会をその大会と

ー

みなす）の運賃等
　の

ト

負担
○その他上記以外

（

の大会で、市の代表と

様

して
　出場する大会の

式

運賃等の負担

位
置
づ
け

１

関連計画  

根拠法令  

）

対象者 児童・生徒およ

会

びその保護者 事業期間

計

～

実施方法 □直営　□

名

委託　□指定管理　■

担

補助・助成　□その他

当部 教育部

一般会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

小

績

４年度実績 ５年度実

中

績 ６年度実績 ７年度計

学

画

・西三大会運賃補助

校

・西三大会運賃補助 ・

各

西三大会運賃補助 ・西

種

三大会運賃補助
　　　

大

　　　　延べ  41

会

9名 　　　　　　　延

選

べ  451名 　　　

手

　　　　延べ  47

派

5名 　　　　　　　延

遣

べ  500名
・県大

補

会運賃補助 ・県大会運

助

賃補助 ・県大会運賃補

事

助 ・県大会運賃補助
　

業

　　　　　　延べ　1

担

03名 　　　　　　　

当

延べ　 90名 　　　

課

　　　　延べ　 86

学

名 　　　　　　　延べ

校

　100名
・東海大会

教

運賃等補助 ・東海大会

育

運賃等補助 ・東海大会

課

運賃等補助 ・東海大会

款

運賃等補助
　　　　　

項

　　　　　 18名 　

目

　　　　　　　　　 

担

17名 　　　　　　　

当

　　　 20名 　　　

係

　　　　　　　 20

指

名
・全国大会運賃等補

導

助 ・全国大会運賃等補

係

助 ・全国大会運賃等補



1

の実施を通して、コー

0

ディネーショントレー

6

ニングの理解が進み、

2

多くの学校の体育の授業に

成果
コーディネーショントレーニングが取り入れられるようになってきた。小学校での外遊び検定を実施することで、体力向

上に対する教員の意識も高まってきた。

　コーディネーショントレーニングを学校体育に定着させるために、講習会の実施を継続したい。

　体力テストで依然として伸び悩んでいる「握力」、「ボール投げ」、「走力（ダッシュ力）」の力をつけさせるための
課題

工夫が必要である。　

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 小学校5年、6年と中学生の体力テストの結果で男女 4 3 3 3 2
指標 とも全国平均を下回る種目数（個）

指標
　近隣で同様の事業を行っている市町はない。

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 440 440 440 528 合計 440,000 円
委託料 440,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 440 440 440 528

職員人件費　② 1,205 460 478 486

総事業費（①＋②） 1,645 900 918 1,014

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度

Ｄ

までの累積事業費 0

８

　

年度以降の事業費見込

　

0

　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 教育

令

文化

基本施策 学校教育

和

施策体系
施策の内容 教

６

育内容の充実

目
　
　
　

年

的

　教員を対象とした

度

講習会を実施し、児童

評

生

主
た
る
内
容

　各種ト

価

レーニングやスポーツ

）

の専門家によ
徒の体力

刈

向上及び教員の体育指

谷

導力向上を図 る体つく

市

り運動指導会・講習会

事

事業を委託す
る。 る。

務

位
置
づ
け

関連計画

根拠

事

法令

対象者 事業期間 平

業

成２２年度 ～

実施方法

評

■直営　■委託　□指

価

定管理　□補助・助成

シ

　□その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事

計

　
業
　
実
　
績

４年度実

名

績 ５年度実績 ６年度実

担

績 ７年度計画

・小中学

当

校、幼児園、保育園 ・

部

小中学校、幼児園、保

教

育園 ・小中学校、幼児

育

園、保育園 ・小中学校

部

、幼児園、保育園
　の

一

指導者を対象に、体つ

般

く 　の指導者を対象に

会

、体つく 　の指導者を

計

対象に、体つく 　の指

体

導者を対象に、体つく

力

　り運動講習会を実施

向

　り運動講習会を実施

上

　り運動講習会を実施

プ

　り運動講習会を実施

ロ

・小学生を対象に体つ

ジ

くり運 ・小学生を対象

ェ

に体つくり運 ・小学生

ク

を対象に体つくり運 ・

ト

小学生を対象に体つく

推

り運
　動指導会を実施

進

　動指導会を実施 　動

支

指導会を実施 　動指導

援

会を実施
・小学校低学

事

年の体育授業で ・小学

業

校低学年の体育授業で

担

・小学校低学年の体育

当

授業で ・小学校低学年

課

の体育授業で
　コーデ

学

ィネーショントレー 　

校

コーディネーショント

教

レー 　コーディネーシ

育

ョントレー 　コーディ

課

ネーショントレー
　ニ

款

ングの定着化 　ニング

項

の定着化 　ニングの定

目

着化 　ニングの定着化

担

・小学校外遊び検定の

当

実施 ・小学校外遊び検

係

定の実施 ・小学校外遊

指

び検定の実施 ・小学校

導

外遊び検定の実施

　指

係

導対象年代別の講習会


